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序序序序                    文文文文 

 

独立行政法人国際協力機構は、ケニア共和国と締結した討議議事録（R/D）に基づき、2012 年

2 月より技術協力「半乾燥地の水環境保全を目指した洪水–干ばつ対応農法の提案」を約 5 年間の

計画で実施しています。 

当機構は、プロジェクト開始から約 4 年半が経過した 2016 年 8～9 月に、当機構農村開発部

大島 歩を団長とする終了時評価調査団を現地に派遣し、ナミビア共和国側のカウンターパート

と合同でこれまでの活動実績並びにその結果について終了時評価を行いました。 

本報告書は、同調査団によるナミビア政府関係者との協議及び終了時評価調査結果等を取りま

とめたものであり、本プロジェクト並びに関連する国際協力の推進に活用されることを願うもの

です。 

最後に、本調査にご協力いただいた内外の関係者各位に対し、心からの感謝の意を表します。 

 

平成 28 年 9 月 

 

独立行政法人国際協力機構独立行政法人国際協力機構独立行政法人国際協力機構独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長    三次三次三次三次    啓都啓都啓都啓都 
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終了時評価調査結果終了時評価調査結果終了時評価調査結果終了時評価調査結果要約表要約表要約表要約表（和文）（和文）（和文）（和文） 

１．案件の概要 

国名：ナミビア共和国 案件名：半乾燥地の水環境保全を目指した洪水–干ばつ対応農法

の提案 

分野：農業一般 援助形態：技術協力プロジェクト–科学技術協力 

所轄部署：農村開発部 協力金額：4.2 億円（2016 年 9 月時点） 

協力期間 2012 年 2 月 28 日～ 

2017 年 2 月 27 日 

（5 年間） 

先方関係機関： 

（１）責任機関：ナミビア国教育省国家科学技術局 

（２）実施機関：ナミビア大学農業天然資源学部 

日本側協力機関：近畿大学、名古屋大学、東北大学、龍谷大学、

滋賀県立大学など 

他の関連協力：無し 

１－１ 協力の背景と概要 

ナミビア共和国（以下、「ナミビア国」と記す）は、南部アフリカに位置し、国土面積は約 82

万 km
2
、人口は約 220 万人である。一人当たり GNI は 4,270 米ドル（2010 年、世銀）と中進国

に位置づけられ、産業の中心はウラン、ダイヤモンド等の鉱業及び農林水産業であるが、農業

については輸出向け牧畜が中心である。一方で、国内で消費されている穀物の自給率は小麦

33％、メイズ 44％、トウジンビエ

1
・ソルガム 95％〔2007／2008 年、ナミビア農業・水・森林

省（MAWF）〕と低く、穀物全体としては約半数を輸入に依存している。 

ナミビア国は、ジニ係数が 0.74（2007 年）と世界で最も高い国の 1 つとされ、国内における

経済格差が大きい。特に、国内人口の約 60％が居住する北部 7 州では、食糧不足、教育・保健

への限られたアクセス、電気の未整備などから、国内全体の貧困率が 28％であるのに対し、北

中部・北東部においては、平均約 46.8％と特に貧困率が高い地域である（2006 年世帯調査、ナ

ミビア中央統計局）。 

ナミビア国北中部は、年間平均降水量 400 mm の半乾燥地であるが、雨期になると隣国のアン

ゴラ高原から氾濫水が流れ込むため、広大な季節性湿地帯（以下、「季節湿地」と記す）が形成

される。この地域の近年の年間降水量の変動は大きく、2008 年にはナミビア国北部の河川氾濫

による洪水、翌 2009 年にはオカバンゴ川、クワンド川、ザンベジ川の水位が過去最高を記録す

る大洪水が発生し、2010 年には再びザンベジ川を中心に洪水が起こっている。この地域の降水

量の年次変動をみると、200～1,000 mm の範囲で変動しており、アンゴラからの氾濫水が早期に

一挙に押し寄せる年と、氾濫が極度に遅れ規模が小さい年が繰り返し発生しており、その結果、

大洪水と干ばつという極端な水環境が同一地域で発生している。この地域は乾燥地作物である

トウジンビエの主要生産地であり、住民の大多数はナミビア国の伝統的な主食であるトウジン

ビエの栽培と牧畜を生業とし、現金収入の手段をほとんどもたない自給自足農民であるとされ

ている。2011 年頃までの大規模洪水の頻発により、トウジンビエの生産量が低下してきている

ことから、これまで栽培が行われてこなかった洪水耐性の一番高い穀物であるコメへの期待が

高まっている。 

このような背景から、ナミビア国北中部地域の自然環境に起因する不安定な水環境を保全し

つつ、季節湿地が形成される地域に居住する自給自足的農家の食糧安全保障と経済的自立を実

現するため、現地に適した農法の開発に資する研究が必要とされている。そのような状況下、

ナミビア政府の要請を受けて、2012 年 2 月から 5 年間の予定で科学技術協力プロジェクトであ 

                                                        
1
 Pearl-millet。ナミビア国における主要穀物であり、耐乾性が高いという特性をもつ。一方、湛水耐性は低い。 



 

ii 

る「半乾燥地の水環境保全を目指した洪水–干ばつ対応農法の提案」が開始された。 

 

１－２ 協力内容 

本プロジェクトは、半乾燥地であるナミビア国北部の季節湿地に注目し、あるがままの不安

定な水環境を保全しながらも、洪水や干ばつ年でも常に一定以上の穀物生産が維持されるよう

な「洪水–干ばつ対応農法」を開発するとともに、その導入過程の社会・自然環境インパクトを

定量することにより、自給自足農民の生活向上に資する農法の導入と半乾燥地の水環境保全と

を持続的に両立させることを目指すものである。 

 

（１）上位目標 

１．「洪水–干ばつ対応農法」が、ナミビア国北中部において普及し、現地農家の食糧確保

と現金収入の獲得に寄与する。 

２．「洪水–干ばつ対応農法」が、ナミビア国北東部の多雨地帯や近隣諸国でも検討される。 

 

（２）プロジェクト目標 

半乾燥地の水資源を持続的に保全しうる「洪水–干ばつ対応農法」が開発される。 

 

（３）成果（アウトプット） 

１．【作物学領域】洪水–干ばつに対応し、かつ節水型であるイネを基幹とする混作栽培モ

デルが提案される。 

２．【開発学領域】「イネを基幹とする混作栽培」導入による農民の意識変化・社会経済的

インパクト計測方法が確立される。 

３．【水文学領域】湿地の水収支・水源解析により、水環境を改変しない混作栽培可能面積

が推定される。 

４．【総合領域】フィールド・アクティビティを通じて、プロジェクトが提案する農法がと

りまとめられる。 

 

（４）投入（評価時点） 

日本側：総投入額 4.2 億円 

①専門家派遣：長期専門家延べ 2 名及び短期派遣研究者延べ 20 名、②研修員受入れ：国

別研修延べ 28 名、長期研修（博士課程及び修士課程）計 3 名、短期研修延べ 16 名、③

機材供与：総額約 0.97 億円、④ローカルコスト負担：約 0.79 億円 

 

ナミビア側：①カウンターパート（C/P）配置：12 名（終了時評価時）、②ローカルコスト

負担：約 760 万円、③土地・施設提供：作物試験圃場、日本人研究者・専門家執務室、温

室、ラボ、倉庫等 

２．評価調査団の概要 

日本側 

評価者 

団長／総括 大島 歩  独立行政法人国際協力機構（JICA）農村開発部農

業・農村開発第二グループ課長 

協力企画 浅岡真紀子 JICA 農村開発部農業・農村開発第二グループ第

三チーム 主任調査役 

科学技術計画・評

価 

國分 牧衛 国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）国際

科学技術部（SATREPS グループ）研究主幹 

（東北大学名誉教授） 



 

iii 

科学技術計画・評

価 

小平 憲祐 JST 国際科学技術部（SATREPS グループ）調査員 

評価分析 道順 勲  中央開発株式会社 

ナミビア側

評価者 

リーダー Prof. Edosa OMOREGIE, Professor, Department of Fisheries and 

Aquatic Science, Sam Nujoma Campus, University of Namibia

（UNAM） 

メンバー Prof. Nelago INDONGO, Director, Multidisciplinary Research 

Center（MRC）, University of Namibia（UNAM） 

調査期間 2016 年 8 月 13 日～9 月 3 日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

成果１：【作物学領域】洪水–干ばつに対応し、かつ節水型であるイネを基幹とする混作栽培モ

デルが提案される。 

達成度：おおむね達成された。 

実 績：洪水–干ばつ条件に対応し、かつ節水型である栽培技術の開発に係る研究活動がプロジ

ェクト期間中、着実に進捗してきた。研究成果の分析結果は、各種国際誌あるいは国

内誌への論文投稿という形で取りまとめられている。分析結果はまた、日本やナミビ

ア国で開催された多くの学会／セミナー等で発表された。プロジェクトチームは、6 つ

の栽培技術で構成されるイネを基幹とする混作栽培農法を提案している。それら技術

の中でも、特に接触混植については、農家圃場レベルでの実証はまだできていないも

のの、試験レベルにおいて収量の比較優位性が科学的に実証されたことは特筆すべき

成果である。 

 

成果２：【開発学領域】「イネを基幹とする混作栽培」導入による農民の意識変化・社会経済的

インパクト計測方法が確立される。 

達成度：おおむね達成された。 

実 績：実証農家

2
や実践農家

3
の社会経済状況や営農状況を分析・理解するために、7 つの異な

る手法、すなわち、①ファームスケッチ、②携帯型 GPS 調査、③無人航空機（UAV：

通称ドローン）を用いた空中写真撮影、④アンケート調査、⑤村落モノグラフ作成、

⑥景観分析、⑦ワークショップが適用された。上記手法のうち、①、④、⑤といった

手法は、農家の主観的認識を理解するための手法であり、②と③といった手法は、農

家の営農実践に係る情報をより客観的・正確に把握するためのものである。これら 2

つのタイプの手法を組み合わせることが、農家の認識や実態を把握するために有効で

あると確認された。研究活動の結果、論文が国際的学術誌あるいは国内の学術誌に投

稿され、今後もさらに投稿される見通しである。また、研究活動の成果は、ナミビア

国あるいは日本で開催された多くの学会／セミナーで発表された。 

 

成果３：【水文学領域】湿地の水収支・水源解析により、水環境を改変しない混作栽培可能面積

が推定される。 

達成度：達成された。 

実 績：各種データを分析した結果、水環境を改変しない混作栽培可能面積は、Cuvelai 季節湿 

                                                        
2
 実証試験を実施する農家：農家所有小湿地を借りて、プロジェクト活動として実証試験や水位計測等を実施。 

3
 イネを基幹とする混作栽培あるいは稲作を自主的導入する意志を示した農家。 
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地システム内の土地面積の 3～7％であろうとの推計が出た。水文学領域の各種研究活

動の結果は、各種の論文にまとめられ、国際的学術誌あるいは国内の学術誌に投稿さ

れた。研究成果はまた、日本あるいはナミビア国で開催された各種の学会／セミナー

で発表された。 

 

成果４：【総合領域】フィールド・アクティビティを通じて、プロジェクトが提案する農法がと

りまとめられる。 

達成度：中程度 

実 績：作物学領域、開発学領域、水文学領域の研究活動の成果は、ナミビア側 C/P、日本人研

究者、普及員、農家等の間で共有されてきた。2015／16 作期にイネを基幹とする混作

栽培を実践した 111 戸の実践農家のうち、32 戸の農家の湿地でコメの収穫ができた。

トウジンビエとソルガムについては、それぞれ 30 戸、27 戸の農家で収穫があった。国

家緊急事態宣言が出るような厳しい干ばつ年であったにもかかわらず、約 4 分の 1 の

農家で何らかの収穫があった。イネを基幹とする混作栽培農法についての経済的イン

パクトに係る詳細分析は 2015 年に開始されたところであり、その結果を用いた論文は

2017 年 3 月までに学術誌に投稿される見込みである。成果 4 の達成度は中程度。 

 

プロジェクト目標：半乾燥地の水資源を持続的に保全しうる「洪水–干ばつ対応農法」が開発さ

れる。 

達成度：おおむね達成された。 

実 績：作物学領域、開発学領域、水文学領域、統合領域で、各種の研究活動が順調に進展し、

各種の論文作成と学会発表が行われてきた。研究成果を用いて、農家及び普及員向け

の各種リーフレットが作成されてきた。「洪水–干ばつ対応混作農法」に関するガイド

ライン（案）が作成され、これらガイドラインは、2016 年中に最終化される。農家に

向けて普及されることになるイネを基幹とする混作栽培技術については、特に接触混

植が試験レベルにおいて収量性において比較優位があると科学的に実証された。しか

しながら、プロジェクト開始後の 4 年間干ばつあるいは干ばつ傾向であったため、プ

ロジェクト終了までに農家レベルでイネを基幹とする混作栽培農法を実証することは

困難な見込みである。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（１）妥当性：高い。 

１）ナミビア国北中部の季節湿地における作物生産増加のニーズとの整合性が高い 

２）ナミビア国の国家政策（経済分野の優先事項が農業分野、コメ生産振興）との整合性

が高い 

３）我が国の対ナミビア国援助方針（農村部の貧困削減・生活水準改善への貢献）との整

合性が高い 

４）プロジェクトアプローチの適切さ（作物学、開発学、水文学の観点を踏まえた総合ア

プローチ） 

５）我が国がもつ技術的優位性（稲作研究、社会経済分析、水文解析技術の蓄積） 

 

（２）有効性：おおむね高い。 

半乾燥地の水資源を持続的に保全しうる「洪水–干ばつ対応農法」の開発に関しては、試

験的には確立された。一方、厳しい干ばつが生じたため、プロジェクトチームは十分なデ

ータを得ることができず、イネを基幹とする混作栽培農法の農家圃場での実証には至らな 
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かった。 

ただし、経済調査結果によると、厳しい干ばつ条件下でも 111 戸のうち 32 戸の農家がコ

メを収穫することができたことは、提案している混作栽培農法の有効性を部分的に示すも

のである。なお、各アウトプット（作物学領域、開発学領域、水文学領域及び左記を統合

した総合領域の各領域）に基づき、プロジェクト目標である「洪水–干ばつ対応農法」が開

発されるというロジックの流れは適切であった。 

 

（３）効率性：中程度。 

日本側の投入について、人数、専門性、研究能力の観点において適切であった。他方、

一部機材（乾燥機、インキュベーターや籾摺り精米機）について、諸般の事情（機材輸送

の遅延や干ばつ等）はあるものの、活用が十分でないものも見受けられた。また、プロジ

ェクト活動の円滑な実施そのものには影響を与えなかったものの、人事異動や留学等の理

由により、本邦研修や技術移転を受けた C/P の交替があった（本邦研修参加者のうち、6 人

の C/P が交替）。 

 

（４）インパクト： 

上位目標の一部について、具体的には、農家の食糧安全保障の貢献についてはある程度

達成できる見込みがある。また、複数の正のインパクトが観察され、負のインパクトは確

認されなかった。本プロジェクトのインパクトの達成見込みは、おおむね高いと判断する。 

１）上位目標 

「１．「洪水–干ばつ対応農法」が、ナミビア国北中部において普及し、現地農家の食

糧確保と現金収入の獲得に寄与する。及び２．「洪水–干ばつ対応農法」が、ナミビア国

北東部の多雨地帯や近隣諸国でも検討される。」は、達成の見通し。 

ナミビア大学（UNAM）と農業・水・森林省（MAWF）は、次期予算年度（2017 年 4

月～2018 年 3 月）の予算獲得に向けた努力を行った。農家向けワークショップがナミビ

ア国北部の 5 州で 12 回実施し、フィールド・デーを 5 回実施する計画である。したがっ

て、イネを基幹とする混作栽培農法に関するフィールド・デーやワークショップがプロ

ジェクト終了後もナミビア国の北中部と北東部で定期的に実施される見込みである。よ

り多くの農家が混作栽培技術を導入・適用するようになれば、農家の食糧安全保障に貢

献することが期待される。 

「洪水–干ばつ対応農法」について、近隣国と一緒に地域研究会合を実施することにつ

いては、プロジェクト終了後の数年以内に実施されるかどうか判断することが困難であ

る。さらに、イネを基幹とする混作栽培農法が短期間に隣国に導入されるかどうか現時

点で判断することは難しい。 

２）その他のインパクト 

① 稲作及びイネを基幹とする混作栽培に対する農家の強い関心 

② コミュニティ所有の季節湿地の共同利用 

③ UNAM による新しいコメ製品の研究に係る提案 

④ UNAM オゴンゴ校の教員の研究活動実施に向けたモチベーション向上 

 

（５）持続性 

おおむね高いと判断する。 

１）政策面 

ナミビア政府の政策「Vision 2030」では、農業生産の持続的増加、食糧安全保障、収入

増加が重視されている。また、2015 年ナミビア農業政策には、農業の開発・多様化、農 
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業研究振興と適正技術の適用、災害への準備・農業生産資源の持続的利用促進が示され

ている。したがって、本プロジェクトの成果が、UNAM、MAWF、州政府の支援によっ

てより広い地域に普及されていることが期待される。 

２）制度・財務面 

プロジェクト終了後、イネを基幹とする混作栽培農法を普及し、またプロジェクトで

実施してきた研究活動の一部を継続するために、UNAM と MAWF が協働して 2017 年 4

月から 2018 年 3 月までの予算提案書を作成し、UNAM オゴンゴ校は UNAM 財務部に、

また MAWF は財務省に各々提出済みである。予算提案書で計画されている普及対象地域

は、ナミビア国の北中部地域と Kavango 州である。予算計上に係る状況の進展具合から

判断すると、本プロジェクトの財務面及び制度面の持続性（プロジェクトの成果を有効

に活用し、普及すること）は、比較的高いと判断することが可能である。なお、供与機

材類については、現時点では深刻な故障は発生していないものの、今後より多くの UNAM

職員が維持管理に係る知識・技能を身に付けるため研修を受けることが望ましい。 

３）技術面 

ナミビア側 C/P は、主に UNAM 農業天然資源学部オゴンゴ校の教師や技術者である。

日本人研究者との共同研究実施、短期あるいは長期の本邦研修、学術誌へ投稿するため

の論文作成、学会／セミナーのための発表原稿作成を通じて、ナミビア側 C/P の研究能

力が強化された。本プロジェクトにおいて強化された C/P の知識や技能は、UNAM にお

ける学術活動に活用される見通しである。したがって、技術面の持続性は確保されるも

のと期待される。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（１）計画内容に関すること 

特になし 

 

（２）実施プロセスに関すること 

① ナミビア側研究者及び日本側研究者の熱意が有用な研究成果を生み出した。 

② 博士課程での学びと平行しつつ研究活動を実施したことにより、プロジェクト活動を

効果的に実施するうえでの促進要因となった。 

③ 研究者間のコミュニケーション改善により、計画的な学術論文の作成に貢献した。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（１）計画内容に関すること 

特になし 

 

（２）実施プロセスに関すること 

厳しい干ばつが期待するような研究成果（特に新たな作物であるイネの導入効果測定）

を得るうえでの制約要因となった。 

 

３－５ 結 論 

本プロジェクトは、ナミビア国の政策並びに北中部の季節湿地における作物生産増加ニーズ

に即した取り組みであった。プロジェクト目標はおおむね達成見込みであり、4 年継続した干ば

つ傾向が負の影響を与えたものの、本プロジェクトにおいて良好な研究成果が生み出され、同

農法が試験的に確立されたことを確認した。イネを基幹とする混作栽培あるいはコメ栽培を経

験した大半の農家は、季節湿地で作物栽培することに高い関心をもち、また干ばつの影響で良 
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い収穫が得られなかったにもかかわらず、作物栽培を継続する意欲も高いといったインパクト

発現も確認されている。さらに、UNAM と MAWF が継続的に研究・普及活動予算を一定程度計

上していることや本プロジェクトにより UNAM 側の能力強化が図られたことから、供与した機

材の有効利用や維持管理については引き続き留意が必要なものの、持続性もおおむね高いと見

込まれる。以上の結果から、本プロジェクトは予定通り 2017 年 2 月に完了することが妥当と判

断する。 

 

３－６ 提 言 

３－６－１ プロジェクトチームに向けた提言 

（１）プロジェクトチームによる「洪水–干ばつ対応農法」ガイドライン（案）のレビューと

改定 

（２）プロジェクト終了後に UNAM 及び MAWF が継続する研究・普及活動の検討 

（３）JICA 供与機材の物品管理台帳の見直し・改定及び今後の維持管理経費の試算 

（４）PDM の改定（上位目標２の指標：近隣諸国との国際研究会合開催から、近隣諸国との

研究成果情報の共有に変更） 

 

３－６－２ ナミビア国関係機関に対する提言 

（１）プロジェクト終了後の UNAM の研究及び普及活動に係る詳細計画の作成 

（２）イネを基幹とする混作栽培方法普及に向けた、UNAM と MAWF／地方政府との連携強

化・役割明確化 

（３）供与機材の運用計画作成及び技術者向け研修を含めた継続的な維持管理予算の確保 

 

３－７ 教 訓 

（１）プロジェクト期間中、小雨の年がつづき、小湿地における作物栽培に大きなダメージを

与えたものの、本プロジェクトでは 5 年間のプロジェクト期間において目指す成果のレベ

ルについて関係者間での摺り合わせが十分ではなかったと思われる。将来、類似のプロジ

ェクトを実施する際にはこのような外的要因を考慮しつつ、JICA と JST がより密接で素早

い判断のもと、対応策を探すことが望まれる。 

 

（２）日本側・ナミビア側がリーダーを中心に緊密に連絡を取りつつ、定期会合を日本・ナミ

ビア国双方にて開催し、各領域の活動に係る年間計画と研究成果を関係者全員に共有する

など、複数の研究機関との国際的協働プロジェクトをマネジメントする有効な方法を、ナ

ミビア側パートナーが身に付けた。その得られたノウハウが将来の各種研究プロジェクト

実施において活用されることが期待される。 
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Summary of Terminal Evaluation Results 

 

I. Outline of the Project 

Country：：：： Republic of Namibia Project title：：：： Flood- and drought-adaptive cropping systems to conserve 

water environments in semi-arid regions 

Issue/Sector：：：： Agriculture Cooperation scheme：：：： Technical Cooperation Projects (SATREPS) 

Division in charge：：：： Rural 

Development Department 

Total cost：：：： 420,545 Thousand Yen (September 2016) 

 

Period of 

Cooperation 

From February 28, 
2012 to February 
27, 2017 
(5 years) 

Partner Country’s Implementing Organization：：：：  

(1) Responsible organization: Directorate of National Research, Science, 
Technology and Innovation, Ministry of Education 

(2) Implementing organization: Faculty of Agriculture and Natural 
Resources, University of Namibia 

Supporting Organization in Japan：：：： Kinki University, Nagoya 

University, Tohoku University, Ryukoku University, and University of 
Shiga Prefecture etc. 

1. Background of the Project 

   Harmonization between development and environment conservation is one of the universal issues in the 
21st century. Especially for the semi-arid areas in Africa, there is risk for the rapidly disordered development 
without any consideration for the environment. On the other hand, periodic serious drought and deluge caused 
by heavy rains frequently affect semi-arid areas of Sub-Sahara Africa in recent years. Millions of people 
suffered and experienced shortage of food by the heavy rains from 2006 to 2007, for example. It is the new 
challenges for the change of global environment that to cope with such contradistinctive water conditions. 
   Namibia is located in the Southern Africa with the area of 824,000 km2. The population is about 2,147,000 
with its Gross National Income (GNI) per capita of 4,270 USD (World Development Indicator (WDI)), World 
Bank, 2011). With its rich mineral resources, the economic growth marked 4.5% a year on average from 1990 
to 2008 (WDI, 2011). Although Namibia is categorized as Upper Middle Income country, the nation is one of 
the least equitable countries as shown by a Gini coefficient of 0.74 (UNDP, 2007). 
   A quarter of the nation lives in north central Namibia, where most of people are subsistence farmers 
cropping pearl millet and farming livestock. The annual precipitation in the area is about 400 mm, but flood 
water from the Angolan plateau creates vast seasonal wetland utmost of about 800,000 ha during rainy season. 
The amount of flood water has been widely changing in the last ten years, which causes serious deluge or 
drought to the area. Currently, the water resource of the seasonal wetland is not utilized for cropping but 
mainly for grazing. The reasons for the limited used of the water resource are: the national sanctuary for the 
wild animals, unstable flood intensity, etc. However, there is risk for the destruction of this vulnerable water 
environment if irrelevant large-scale development plan would have targeted to the area. 
   Therefore, the Government of Namibia has requested the technical cooperation project under the 
framework of science and technology cooperation program. To respond to the request, a project titled " Flood- 
and drought-adaptive cropping systems to conserve water environments in semi-arid regions" (the Project) is 
being implemented from February 2012 to February 2017 (5 years). 
 

2. Project Overview 

   This Project aims to develop “Flood- and drought-adaptive cropping system” which can sustainably 
preserve water resources and cope with the yearly fluctuation of flood and drought. This system is going to be 
developed through trials in the field of crop science, development studies, hydrology and integrated study of 
Agricultural and Social Science. The project is also expected to contribute to adaption to climate changes. 
 

(1) Overall Goal 

1. “Flood- and drought-adaptive cropping systems” are disseminated in north-central Namibia to contribute 
to the food security and cash income of local farmers.  

2. “Flood- and drought-adaptive cropping systems” are considered in the northeastern area of Namibia of 
high rainfall as well as in neighboring countries. 

 

(2) Project Purpose 

  “Flood- and drought-adaptive cropping systems” are developed which can sustainably preserve the water 

environment of semi-arid region. 
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(3) Outputs 

1) [Crop Science] The rice-based mixed cropping system, which is adaptable to the yearly fluctuation of 
flooding and drought as well as water-saving, is proposed. 

2) [Development Studies] The methods to understand the change of attitudes and perception by farmers, and 
socio - economic impacts on farmers through introduction of the rice-based mixed cropping system are 
established. 

3) [Hydrology] The possible area of mixed-cropping field that does not modify the water environment of 
seasonal wetlands is estimated based on the water budget/water source analysis. 

4) [Integrated Study of Agricultural and Social Science] The cropping systems proposed by the project are 
integrated through field activities. 

 

(4) Inputs 

Japanese side：：：： Total cost: 420,545 Thousand Yen. 

Japanese Expert: 2 long-term experts and 20 short-term experts in total,  Trainees received in Japan: 28 
persons for the country-specific trainings, 3 persons for doctor and master course, and 16 persons for 
short-term training,  Provision of equipment: approx. US$967,000,  Local cost expenditure: approx. 
US$787,000. 

Namibian side：：：： Counterpart 12 persons (at the terminal evaluation), Local Cost: around US$73,765 dollar,  

Provision of land and facilities: crop experiment fields, office spaces for Japanese researchers and expert, 
green house, laboratories, and store house etc. 

II. Evaluation Team 

Members of 

Japanese 

Evaluation 

Team 

1) Leader: Ms. Ayumu OHSHIMA , Director, Agricultural and Rural Development Group 2, 
Rural Development Department, JICA 

2) Cooperation Planning: Ms. Makiko ASAOKA, Deputy Director, Agricultural and Rural 
Development Group 2, Rural Development Department, JICA 

3) Science and Technology Evaluation: Dr. Makie KOKUBUN, Research Supervisor, Japan 
Science and Technology Agency (JST)/ Professor Emeritus, Tohoku University 

4) Science and Technology Evaluation: Dr. Kensuke KODAIRA, Associate Research 
Supervisor, JST 

5) Evaluation Analysis: Mr. Isao DOJUN, Consultant, Chuo Kaihatsu Corporation 

Members of 

Namibian 

Evaluation 

Team 

1) Leader: Prof. Edosa OMOREGIE, Professor, Department of Fisheries and Aquatic Science, 
Sam Nujoma Campus, University of Namibia (UNAM) 

2) Member: Prof. Nelago INDONGO, Director, Multidisciplinary Research Center (MRC), 
University of Namibia (UNAM) 

Period of Evaluation  From August 13, 2016 to September 3, 2016 Type of Evaluation: Terminal 

III. Results of Evaluation 

1. Project Performance 

Output 1: [Crop Science] The rice-based mixed cropping system, which is adaptable to the yearly fluctuation 
of flooding and drought as well as water-saving, is proposed. 
Degree of achievement: moderately high 

Achievement: Research activities to develop techniques to deal with flooding and drought conditions as well 
as water-saving progressed steadily throughout the Project term. The results of the analysis on the research 
activities have been summarized in various papers and submitted to domestic and/or international journals. The 
results of analysis have also been presented at many academic conferences/seminars in Japan and Namibia. 
The project team is proposing the rice-based mixed cropping systems consisting of six cultivation techniques. 
Mixed seedling technique in particular has been scientifically verified to have comparative advantage on yield 
on experimental basis, although it is yet to be verified at farmers’ field level.  
 
Output 2: [Development Studies] The methods to understand the change of attitudes and perception by 
farmers, and socio - economic impacts on farmers through introduction of the rice-based mixed cropping 
system are established. 
Degree of achievement: moderately high 

Achievement: There were seven different methods, namely, 1) farm sketch, 2) hand-held GPS survey, 3) 
taking aerial photos by UAV, 4) questionnaire survey, 5) summarizing village monograph, 6) landscape 
analysis, and 7) workshops that were applied to analyze and understand the socio-economic conditions and 
farm operation of farmers who participate in conducting field demonstration or voluntary trials. There are 
methods to understand the subjective perception of the farmers such as 1), 4), and 5) and more objective ways 
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to clarify the situation with precise data and information on farming practices such as 2) and 3). Appropriate 
combination of both methods was found to be effective to grasp farmers’ perception and reality. As a result of 
the research activities, papers were submitted to domestic and/or international journals and additional papers 
will be submitted. The results of the research activities were presented at many academic conferences/seminars 
in Japan and Namibia.  

 

Output 3: [Hydrology] The possible area of mixed-cropping field that does not modify the water environment 
of seasonal wetlands is estimated based on the water budget/water source analysis. 
Degree of achievement: high 

Achievement: Various kinds of data analyzed revealed that the possible area for introducing mixed-cropping, 
that would not modify the water environment of the seasonal wetlands, could be from 3 to 7% of the land in 
the Cuvelai System Seasonal Wetlands. The results of the analysis of the research activities have been 
summarized as various papers and submitted to domestic and/or international journals. The results of analysis 
were also presented at academic conferences/seminars in Japan and Namibia. 
 
Output 4: [Integrated Study of Agricultural and Social Science] The cropping systems proposed by the project 
are integrated through field activities. 
Degree of achievement: moderate 

Achievement: The results of the research activities in the respective areas of Crop science, Development 
Studies and Hydrology have been shared among the Namibian counterparts, Japanese researchers, extension 
officers, and farmers etc. Among 111 volunteer farmers who carried out rice-based mixed cropping in 2015/16 
cropping season, 32 farmers were able to get rice harvest at their wetlands. Pearl millet and sorghum were 
harvested by 30 and 27 farmers respectively. Broadly speaking, one-quarter of volunteer farmers obtained 
some amount of harvest even during the severe drought year with the national emergency declaration. A paper 
based on the detailed analysis of the economic impact of rice-based mix cropping systems will be submitted to 
peer-reviewed journal by the March 2017.  

 

Project Purpose: “Flood- and drought-adaptive cropping systems” are developed which can sustainably 

preserve the water environment of semi-arid region. 
Degree of achievement: moderately high 

Achievement: Various research activities have progressed well in the areas of crop sciences, development 
studies, hydrology, and integrated study on agricultural and social sciences, as well as various papers have 
been written and presentations for conferences/seminars have been made. Various leaflets for 
farmers/extension officers were developed using the research results. The draft guidelines for a “Flood- and 
drought-adaptive cropping systems” have been produced and these guidelines will be finalized within 2016. 
Regarding the rice-based mixed cropping techniques which are to be disseminated to the farmers, mixed 
seedling in particular has been scientifically verified to have comparative advantage on yield on experimental 
basis. At farmers’ field level, however, adaptability of rice-based mixed cropping techniques is difficult to be 
verified by the project completion due to drought or semi-drought since the Project has started.  
 

2. Summary of Evaluation Results 

(1) Relevance: high. 

The relevance of the Project is considered to be high from the following viewpoints.  
1) conformity with needs for increasing crop production in seasonal wetlands in north-central Namibia is 

high. 
2) relevance to the national policies of Namibia which shows agriculture as the priority issues of the 

economic sector and the strong promotion of rice production. 
3) conformity to the assistance policy of Japan to Namibia, which states the contribution to the improvement 

of the present living standard and the reduction of poverty in the rural area, is high. 
4) holistic approach based on the areas of Crop Science, Development Studies and Hydrology taken by the 

Project was appropriate. 
5) comparative advantage of technical cooperation by Japan which has long history in rice research, 

socio-economic analysis and hydrological analysis. 

 

(2) Effectiveness: moderately high. 

The degree of development of the “Flood- and drought-adaptive cropping systems” which can sustainably 
preserve the water environment of the semi-arid region is experimentally established. On the other hand, the 
project team could not collect sufficient data due to severe drought for verifying the rice-based mixed cropping 
systems at the farmer’s fields. According to the economic survey, however, 32 farmers out of 111 farmers have 
adopted and harvested rice even in severe drought condition, which partly supports the effectiveness of the 
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proposed mixed cropping systems. Also, the logical flow from each of the four outputs, such as Crop Science, 
Development Study, Hydrology and Integrated Study of Agricultural and Social Science to the project purpose 
as to develop the “Flood- and drought-adaptive cropping systems” was appropriate. 

 

 (3) Efficiency: moderate. 

The efficiency of the Project is considered to be moderate from the following viewpoints. 
1) dispatch of Japanese researchers was mostly appropriate in terms of number of persons, expertize and 

research capacity, etc. 
2) most of the agricultural machinery, measuring and laboratory equipment and materials provided have 

been well utilized, however, some such as dry oven, incubator and rice milling machines were observed to 
be not in full use because of the delay in arrival or due to low production of rice caused by severe 
drought.   

3) though there have not been observed any negative effect to the smooth implementation of the project 
activities, several counterparts including six personnels who have participated the training in Japan 
turnovered mainly due to study leave. 

 

(4) Impact: likely to be moderately high. 

   Part of the Overall Goal is likely to be achieved, especially in regard with the food security of the farmers. 
There were several positive impacts observed and negative impact was not observed. 

1) Prospect of achieving the Overall Goal  
The overall goals are set as follows: 

1. “Flood- and drought-adaptive cropping systems” are disseminated in north-central Namibia to 
contribute to the food security and cash income of local farmers. 

2. “Flood- and drought-adaptive cropping systems” are considered in the northeastern area of Namibia of 
high rainfall as well as in neighboring countries. 

UNAM and MAWF have made efforts to obtain budget for the next financial year (from April 2017 to 
March 2018). Workshops for farmers will be held at 12 locations in five regions and field days will be held 
five times. Therefore, it is expected that field days and workshops on the rice-based mixed cropping techniques 
will be held periodically after the completion of the Project in north-central and north-east of Namibia. When 
more local farmers introduce/adopt these techniques, it is expected to contribute to food security of local 
farmers. As for implementation of regional research conference together with neighboring countries on 
“Flood- and drought-adaptive cropping systems”, it is difficult to prospect whether such conference can be 
held within a few years after the completion of the Project. Also, the Terminal Evaluation Team cannot assess 
at this moment that the rice-based mixed cropping systems to be introduced in neighboring countries in a short 
period of time. 

2) Other Positive Impacts Observed 
   a) Farmers’ strong interests on rice cultivation and rice-based mixed cropping were observed. 
   b) Joint use of community’s seasonal wetland was observed. 
   c) UNAM have made a proposal for research on new rice product. 
   d) Lecturers at UNAM Ogongo Campus have increased motivation for carrying out research activities. 

 

(5) Sustainability: likely to be moderately high. 

1) Policy aspect 
Sustainable increase of agriculture production and productivity, food security, and income increase are 

regarded important in “Vision 2030”, which is the national development strategy of the Government of 
Namibia. In addition, one of the overall goals of the Namibia Agriculture Policy for 2015 cleary shows 1) to 
develop and diversify agricultural production, 2) to promote agricultural research and adaptation of 
appropriate technology, and 3) to promote the sustainable utilization of resources for agricultural production 
to contribute and support disaster preparedness. Therefore, it is expected that the outcomes of the Project 
will be disseminated to wider areas with support by UNAM, MAWF, and regional governments. 
2) Institutional and Financial Aspects 

A joint budgetary proposal by UNAM and MAWF for the next financial year (from April 2017 to March 
2018) was prepared and submitted for disseminating rice-based cropping systems and continuing a part of 
research activities which were conducted under the Project. Target areas for dissemination proposed by the 
plan are the north-central Namibia and Kavango region. Financial and institutional sustainability (on 
effective utilization and dissemination of the outcomes of the Project) can be considered relatively high, 
considering the progress the budget allocation. 
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3) Technical aspect 
The Namibian counterparts are mainly lecturers and technicians of the Ogongo campus of the Faculty of 

Agriculture and Natural Resources of UNAM. Research skills of the Namibian counterparts have been 
strengthened through project activities such as joint research activities with Japanese researchers, short-term 
and long-term trainings in Japan, preparation of papers for submitting academic journals and proceedings 
for academic conferences/seminars. Their knowledge and skills enhanced under the Project will be utilized 
for academic activities at UNAM. Technical sustainability is expected to be secured.  

As for the effective use and maintenance of the provided machinery and equipment, most of them are still 
new and severemalfunction or problem has not occurred. However, it is preferable that more staff members 
of UNAM need to be trained to acquire knowledge and skills on operation and maintenance of tractors, 
hand power tillers, milling machines, UAVs etc. 

 

3. Factors that promoted realization of effects 

(1) F actors concerning to the implementation process 
   None 
 
(2) Factors concerning to the implementation process 
  1) Enthusiasm of Namibian and Japanese researchers brought useful research outcomes. 
  2) Research activities parallel to learning at doctoral level promoted the effective implementation of the 

project activities. 
  3) Improved communication with the project team has contributed to prepare publications (academic papers) 

in more collaborative and organized manner. 
 

4. Factors that impeded realization of effects 

(1) Factors concerning to planning 
   None 
 
(2) Factors concerning to the implementation process 
   1) Severe drought became a limiting factore in obtaining expected research results. 
 

5. Conclusion 

   This Project is in line with the policies and strategies of the Government of Namibia and is based on the 
needs for increasing the agricultural productivity in seasonal wetlands in north-central Namibia. The Project 
purpose is likely to be achieved and despite the four-year consecutive trend of low rainfall has given negative 
effect, the Terminal Evaluation Team has confirmed that the Project produced good research results and the 
guidelines for “Flood- and drought- adaptive cropping systems” is established on experimental basis. Positive 
impacts are observed such as most of the farmers, who experienced rice-based mixed cropping and rice 
cropping, keep higher interest on cropping at seasonal small wetlands and they have willingness to continue it. 
Furthermore, since UNAM and MAWF have allocated budget for continuous research and dissemination 
activities at at certain amount and that capacity of UNAM counterparts has been improved, sustainability of 
the project is likely to be high (however, effective utilization and operation and maintenance of the provided 
machinery and equipment are necessary). According to the above results, it is concluded that the Project will 
be completed in February 2017 as scheduled. 
  

6. Recommendations 

6-1. Recommended Actions to be taken by the Project Teams (Namibian counterparts and Japanese 
researchers) in the Remaining Cooperation Period (up to February 2017) 

 
(1) Reviewing and refining the Guidelines to suit the target users by the Project Teams 
 
(2) Discussion on the research and dissemination activities by UNAM and MAWF to be continued after the 

completion of the Project 
 
(3) Reviewing and revising the Inventory list of JICA provided machineries and equipment, and estimating the 

cost of operation and maintenance of these machineries and equipment 
 
(4) Amendment of the PDM (revising the “Objectively Verifiable Indicator 2” from “holding reginal research 

conference with neighbouring countries” to “sharing information with neighboring countries”) 
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6-2. Recommended Actions to be taken by the Namibian Authorities Concerned 
(1) Preparation of a detailed implementation plan for UNAM’s research activities and dissemination activities 
 
(2) Enhanced partnership and clear demarcation of roles and responsibilities between UNAM and 

MAWF/regional governments for further dissemination of the rice-based mixed cropping systems. 
 
(3) Drawing a utilization plan of machineries and equipment provided by the Project and continuously 

securement of budgetary allocation for maintenance of machineries and equipment including refresher 
training for technitians. 

 

7. Lessons Learned  
(1) Though low rainfall during the project period significantly affected crop cultivation at the farmers’ small 

wetlands, discussions between the stakeholders about the achievement level of the outputs during the five 
year project period were not enough. For the future projects, when serious external factors hinder the project 
implementation, it is desirable that JICA and JST have closer and prompt communication with the Project to 
seek for alternative measures to address the situation. 

 
(2) Periodical meetings both in Namibia and in Japan were conducted with the team leader’s close 

communication in preparation and yearly plans and research results in each study area were shared at these 
meetings. These information sharings have contributed to the Namibian partners to obtaine how to manage 
effectively in the international collaborative project with several research institutes. In the future research 
projects, these know-hows are expected to be utilized for some other projects/programs. 
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第１章第１章第１章第１章    終了時評価調査の概要終了時評価調査の概要終了時評価調査の概要終了時評価調査の概要 

 

１－１ 終了時評価調査の背景 

ナミビア共和国（以下、「ナミビア国」と記す）における「半乾燥地の水環境保全を目指した

洪水–干ばつ対応農法の提案」プロジェクトは、2012 年 2 月から 5 年間の予定で開始され、プロ

ジェクトの残り期間が約 6 カ月となったことから、本終了時評価を実施することになった。 

 

１－２ 終了時評価調査の目的 

本終了時評価調査は、最新版のプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：

PDM）に基づき現在までの活動実績、成果とプロジェクト目標の達成度を確認し、さらに評価 5

項目の観点からプロジェクトの評価を行うとともに、プロジェクト終了前後の活動に関する提言

と類似案件のための教訓を得ることを目的とする。なお、現地調査においては国立研究開発法人

科学技術振興機構（Japan Science and Technology Agency：JST）からも評価メンバーが参加し、収

集済みの情報等とナミビア側及び日本側研究者ヒアリング、プロジェクト成果発表に係るワーク

ショップ参加を通じて研究の進捗状況や成果を確認し、科学技術的視点からの評価を行うととも

に、国際共同研究運営の改善のための提言を行う。JICA は科学技術の専門的観点からの助言を

JST から得る。 

 

１－３ 終了時評価団 

本終了時評価は、日本側評価団とナミビア側関係者との合同評価として実施された。両国側の

評価メンバーを以下に示す。 

 

（１）日本側評価団 

No. 担当 氏名 組織・職位 

1 団長／総括 大島 歩 
JICA 農村開発部 農業・農村開発第二グループ 第三チーム 

課長 

2 協力企画 浅岡 真紀子 
JICA 農村開発部 農業・農村開発第二グループ 第三チーム 

主任調査役 

3 
科学技術計

画・評価 
国分 牧衛 JST 国際科学技術部（SATREPS グループ）研究主幹 

4 
科学技術計

画・評価 
小平 憲祐 JST 国際科学技術部（SATREPS グループ）調査員 

5 評価分析 道順 勲 中央開発株式会社 海外事業部 

 

（２）ナミビア側評価団 

No. 担当 氏名 組織・職位 

1 団長 Prof. Edosa OMOREGIE 
Professor, Department of Fisheries and Aquatic Science, 

Sam Nujoma Campus, UNAM 

2 メンバー Prof. Nelago INDONGO 
Director, Multidisciplinary Research Center（MRC）, 

UNAM 
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１－４ 終了時評価日程 

2016 年 8 月 13 日から 9 月 3 日まで。 

詳細日程は付属資料 2 を参照のこと。 

 

１－５ 主要面談者 

（１）ナミビア大学（University of Namibia：UNAM） 

Prof. Osmund Mwandemele Pro-Vice Chancellor：Academic Affairs（Project Director） 

Prof. Kenneth Matengu Pro-Vice Chancellor：Research Innovation and Development 

Dr. Simon Angombe Faculty Dean, Faculty of Agriculture and Natural Resources

（FANR） 

Prof. Edosa OMOREGIE Professor, Department of Fisheries and Aquatic Science, 

University of Namibia, Sam Nujoma Campus（FANR）（Joint 

Evaluation Team Member） 

Prof. Nelago INDONGO Director, Multidisciplinary Research Center （ MRC ）（ Joint 

Evaluation Team Member） 

Dr. Christopher Mberema Assistant Pro-Vice Chancellor, Ogongo Campus 

Mr. Mathew Nghihangwa Campus Manager, Ogongo Campus 

Mr. Martin Samuel Farm Manager, Ogongo Campus 

Mr. Benisiu Thomas  Lecturer, Deputy Director Academic Affairs and Research, 

Ogongo Campus（C/P of Development Studies Team） 

Prof. Fisseha Itanna  Lecturer, Head of Department of Crop Science, Ogongo Campus

（C/P of Crop Science Team） 

Mr. Simon K. Awala  Lecturer, Department of Crop Science, Ogongo Campus（C/P & 

Project Manager） 

Mr. Leonard Nuugulu  Lecturer, Department of Crop Science, Ogongo Campus（C/P & 

Assistant Project Manager） 

Dr. Jack Kambatuku  Lecturer, Department of Integrated Environmental Sciences, 

Ogongo Campus（C/P of Hydrology Team） 

Mrs. Ottilie T Shivolo  Lecturer, Department of Crop Science, Ogongo Campus （C/P of 

Development Studies Team） 

Mr. Teofilus Lwiinga  Field supervisor, Department of Crop Science, Ogongo Campus

（C/P of Crop Science Team） 

 

（２）農業・水・森林省（Ministry of Agriculture, Water and Forestry：MAWF） 

Dr. B. Malima  Deputy Director of Plant Production, Directorate of Research and 

Development 

Mr. Martin Embundile  Chief Agricultural Scientific Officer, Omusati Region（Outapi） 

Ms. Magdalena Sheetekela  Chief Agricultural Scientific Officer, Omusati Region（Outapi） 

Ms. Wilhelmina Amashili Senior Agricultural Extension Technician（AET）, Oshana Region 

Ms. NAWA Ottilie  AET, Oshikuku, Omusati Region 
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Ms. Shapenga Kaunapawa  AET, Okalongo, Omusati Region 

 

（３）高等教育研修変革省（Ministry of Higher Education, Training and Innovation） 

Dr. Alfred van Kent Permanent Secretary 

 

（４）日本人専門家 

飯島 盛雄 近畿大学農学部教授 

檜山 哲哉 名古屋大学地球水循環研究センター教授 

藤岡悠一郎 東北大学学際科学フロンティア研究所助教授 

増田 忠義 近畿大学農学部准教授 

秋山 真莉 業務調整／研修専門家 

 

（５）在ナミビア共和国日本国大使館 

坂本 秀之 特命全権大使 

濱田 真一 参事官 

横谷 薫 一等書記官 

 

（６）JICA ナミビア支所 

中村 俊介 支所長 

 

１－６ 終了時評価の方法 

（１）評価手法 

本終了時評価調査は、「新 JICA 事業評価ガイドライン第 1 版（2010 年）」に沿って、日本

側及びナミビア側メンバーで構成される合同評価チームを結成し、プロジェクト関連資料の

レビュー、プロジェクト関係者へのヒアリング、プロジェクト対象地区の視察と農民からの

ヒアリングを実施し、さらにプロジェクト成果に関するワークショップに参加し、PDM や活

動計画（Plan of Operation：PO）に基づき、合同評価を行ったものである。評価においては、

プロジェクトの実施プロセス、プロジェクト活動の進捗状況、プロジェクトの実績・成果の

把握と分析を行い、また 5 項目評価（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観

点からの評価も行った。現地においては、評価結果を英文報告書に取りまとめ、評価結果概

要を、合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）会議の際にプロジェクト関係者

に説明した。 

 

（２）評価項目 

本プロジェクトに関する各種資料（詳細計画策定調査報告書、中間レビュー調査報告書、

半期報告書、年次実施報告書、日本人専門家作成の終了時評価向け資料など）を参考にしつ

つ、また 2016 年 3 月 10 日に改定された PDM（Version. 3）に基づき、プロジェクトの成果、

5 項目評価、実施プロセスに関する評価設問と収集必要なデータ等を設定した。 
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（３）データ収集方法 

情報・データ収集は以下の方法により実施した。 

情報・データ 

収集方法 
目的 主な情報源 

①文献調査 プロジェクトに関連する

政策、プロジェクトの実績

に関連する資料 

・ナミビア政府の長期ビジョン（Vision 2030） 

・第 4 次国家開発計画 2012/13-2016/17（Namibia’s Fourth National 

Development Plan） 

・2015 年ナミビア農業政策 

・対ナミビア共和国 国別援助方針（2012 年 12 月）（外務省） 

・国別データブック（2015 年 4 月）（外務省） 

・詳細計画策定調査報告書（JICA、2011 年 12 月） 

・中間レビュー調査報告書 

・年次実施報告書（H23, H24, H25, H26） 

・専門家作成のプロジェクトの投入・活動・実績に関する資料 

②インタビュ

ー 

プロジェクトの実績・進捗

状況及び実施プロセスに

関するヒアリング・確認 

・日本人専門家（日本側研究者及び業務調整専門家） 

・ナミビア側カウンターパート（C/P）（主として UNAM 農業天

然資源学部の教員・技術者等） 

・MAWF の普及員・幹部職員 

・実証農家／実践農家／一般農家 

③質問票 プロジェクト実績、成果発

現状況、効率性、インパク

ト、持続性等に関する事項

の把握 

・ナミビア側 C/P 

 

（４）評価実施上の制約要因 

研究活動を通じて収集された詳細データをプロジェクトチームから入手することが困難

で、具体的な成果がみえにくいこと。 

中間レビュー調査報告書で指摘されているように、本プロジェクトでは、プロジェクトチ

ームメンバー間の合意事項として、論文を投稿するまで研究活動にかかわる詳細データは公

開しない方針である。その影響で、例えば、実証農家や実践農家で実施されている混作栽培

にかかわるデータ（栽培面積や収量データなど）を入手することができなかった。また、ベ

ースライン調査や村落モノグラフ作成が進められたが、具体的で詳細なデータの入手が困難

であった。これらのことが影響して、どのような成果が具体的に上がっているのか、あるい

は、どのような理由でデータが不足し、科学的に実証できる分析まで至っていないのかなど、

日本人研究者やナミビア側カウンターパート（Counterpart：C/P）から詳細に説明を受けるま

で理解は難しいという面があった。 

    

また、通常の評価日程では、日本人研究者及び C/P からプロジェクトの進捗と成果につい

ての説明を受け、その後に活動現場を視察し、さらに関係者にインタビューするというプロ

セスを踏み評価レポートを作成するが、本プロジェクトでは成果発表会が JCC 会議の前日に

設定されているため、成果の達成状況の理解において不十分な面を残しながら評価を進めざ

るを得なかった。 
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第２章第２章第２章第２章    プロジェクト概要プロジェクト概要プロジェクト概要プロジェクト概要 

 

２－１ プロジェクトの背景 

ナミビア国は南部アフリカに位置し、その国土面積は約 82 万 km²、人口は約 220 万人である。

一人当たり GNI は 4,270 米ドル（2010 年、世銀）と中進国に位置づけられ、産業の中心はウラン、

ダイヤモンド等の鉱業及び農林水産業である。農業については輸出向け牧畜が中心である一方で、

国内で消費されている穀物の自給率は小麦 33％、メイズ 44％、ヒエ・ソルガム 95％（2007／2008

年、MAWF）と低く、穀物全体としては約半分の量を輸入に依存している。 

ナミビア国は、ジニ係数が 0.74（2007 年）と世界で最も高い国の 1 つとされ、国内における経

済格差が大きい。特に国内人口の約 60％が居住する北部 7 州は、食糧不足、教育・保健への限ら

れたアクセス、電気の未整備などから、国内全体の貧困率が 28％であるのに対し、北中部・北東

部においては、平均約 46.8％と特に貧困率が高い地域である（2006 年世帯調査、ナミビア国中央

統計局）。 

ナミビア国北中部は年間平均降水量 400mm の半乾燥地であるが、雨期になると隣国のアンゴ

ラ高原から氾濫水が流れ込むため、広大な季節性湿地帯（以下、「季節湿地」と記す）が形成さ

れる。この地域では近年、降水量の変動が大きく、2008 年にはナミビア国北部の河川氾濫による

洪水、翌 2009 年にはオカバンゴ川、クワンド川、ザンベジ川の水位が過去最高を記録する大洪

水が発生し、2010 年には再びザンベジ川を中心に洪水が起こっている。この地域の降水量の年次

変動をみると、200～1,000mm 程度で変動しており、アンゴラからの氾濫水が早期に一挙に押し

寄せる年、氾濫が極度に遅れ洪水規模が小さい年が繰り返し発生しており、その結果、大洪水と

干ばつという極端な水環境が同一地域で発生している。 

    

ナミビア国北中部地域は、乾燥地作物であるトウジンビエの主要生産地であり、この地域の住

民の大多数は、ナミビアの伝統的な主食であるトウジンビエの栽培と牧畜を生業とし、現金収入

の手段をほとんどもたない自給自足農民である。2011 年頃までの大規模洪水の頻発により、トウ

ジンビエの生産量が低下してきていることから、これまで栽培が行われてこなかった洪水耐性の

一番高い穀物であるコメへの期待が高まっている。 

    

このような状況下、ナミビア国北中部地域の自然環境に起因する不安定な水環境を保全しつつ、

季節湿地が形成される地域に居住する自給自足農民の食糧安全保障と経済的自立を実現するた

め、現地に適した農法の開発に資する研究が必要とされたことから、地球規模課題対応国際科学

技術協力（Science and Technology Research Partnership for Sustainable Development：SATREPS）が

要請され 2012 年から本事業が実施されてきた。 

 

２－２ プロジェクトの概要 

プロジェクト期間中、PDM の改定が行われているが、終了時評価においては PDM Version 3 に

基づき評価を行った。PDM Version 3 の概要を以下に記載する。 

    

（１）上位目標 

１．「洪水–干ばつ対応農法」が、ナミビア国北中部において普及し、現地農家の食糧確保と
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現金収入の獲得に寄与する。 

２．「洪水–干ばつ対応農法」が、ナミビア国北東部の多雨地帯や近隣諸国でも検討される。 

 

（２）プロジェクト目標 

半乾燥地の水資源を持続的に保全しうる「洪水–干ばつ対応農法」が開発される。 

 

（３）成果 

１．【作物学領域】洪水–干ばつに対応し、かつ節水型であるイネを基幹とする混作栽培モデル

が提案される。 

２．【開発学領域】「イネを基幹とする混作栽培」導入による農民の意識変化・社会経済的イン

パクト計測方法が確立される。 

３．【水文学領域】湿地の水収支・水源解析により、水環境を改変しない混作栽培可能面積が

推定される。 

４．【総合領域】フィールド・アクティビティを通じて、プロジェクトが提案する農法がとり

まとめられる。 

 

（４）活動 

1.1 イネを基幹とする混作栽培の確立に必要な耕種法を検討する。 

1.2 節水栽培技術を安定同位体法等により検討する。 

1.3 洪水–干ばつ等の環境ストレスに対する対応策や土壌肥沃度の維持対策を検討する。 

2.1 実証と実践試験に参加する農家の社会経済状況や営農形態を調査する。（ベースライン

調査） 

2.2 実証試験参加農家に対し、活動目的に関して事前了解を得るとともに、作物学・水文学

領域の活動で得られた知見をワークショップ等を通じ共有する。 

2.3 実証試験参加農家の研究内容・目的共有の理解の変化に関する評価を実施し、展開にお

ける留意点を整理する。 

2.4 農家圃場の立地を景観生態学的観点から分類する。 

2.5 新たな作付体系を農民が選択あるいは拒否する判断基準や生産された作物の利用方法、

湿地に対する農家の意識変化を明らかにし（農家経済、労働分配調査）、社会経済面の

持続性を検討する。 

3.1 現地の地形図、各種衛星画像、並びに現地観測デ－タなどから、季節湿地全域の地表水

貯留量変動を推定する。 

3.2 現地観測データ（降水量、蒸発散量、地下浸透量）を基礎として、季節湿地の水収支を

時系列的に解析する。 

3.3 実証試験と実践試験を実施する農家圃場内の小湿地の水源を解析する。 

4.1 小湿地を有する篤農家圃場において、イネを基幹とする混作栽培の実証栽培試験を実施

する。 

4.2 イネを基幹とする混作栽培を希望する農家において、実践栽培試験を実施する。 

4.3 開発学・水文学領域の検討結果を作物学領域に毎年フィードバックすることにより、半

乾燥地の水資源を持続的に保全しうるような節水型であり、かつ、洪水と干ばつにも対
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応可能なイネを基幹とする混作栽培を検討する。 

4.4 現地でのフィールド・デーの開催などを通じて、ナミビア大研究者・技術員などが、新

しく提案される農法に係る農民参加型研究・普及を実施する。 

 

（５）実施機関 

１）責任機関：教育省国家科学技術局 

２）実施機関：ナミビア大学農業天然資源学部（Faculty of Agriculture and Natural Resources：

FANR） 

 

（６）受益者 

FANR 研究者及びナミビア国北中部地域の農民。 

 

（７）対象地域 

FANR オゴンゴ校及びナミビア国北中部の季節湿地。 

 

（８）プロジェクト期間 

5 年間（2012 年 2 月 28 日～2017 年 2 月 27 日） 

詳細については、付属資料 3 の PDM Version 3（仮和訳版）を参照のこと。 
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第３章第３章第３章第３章    プロジェクトの実績と実施プロセスプロジェクトの実績と実施プロセスプロジェクトの実績と実施プロセスプロジェクトの実績と実施プロセス 

 

３－１ 投入実績 

３－１－１ 日本側投入 

（１）日本人専門家派遣 

延べ 2 名の業務調整／研修担当専門家と 20 名の日本人研究者（短期専門家として）

がナミビア国に派遣された。担当専門分野は、作物学、開発学、水文学である。日本人

専門家に関する派遣実績詳細は、付属資料１の英文評価レポートの Annex 3 を参照のこ

と。 

 

（２）C/P の本邦研修 

イネを含む混作農法に係る農民参加型普及技術に関する国別本邦研修が、2012 年と

2013年に計 2回実施された。これら国別研修には合計でUNAMの 9名の研究者とMAWF

の 19 名の農業普及技術者（普及員）らが参加した。UNAM の研究者 1 名が、近畿大学

の博士課程を完了した。現在、もう 1 名の UNAM 研究者が近畿大学の博士課程で学び、

また MAWF の職員 1 名が同大学の修士課程で学んでいる。さらに、UNAM の研究者 16

名（延べ人数）が短期研究プログラムに参加した（主に近畿大学で研修が実施された）。

本邦研修に関する詳細実績については、英文評価レポートの Annex 4 を参照のこと。 

 

（３）機材・資材類の供与 

日本側から、研究活動用並びにプロジェクト事務所用の機材及び資材類が供与されて

いる。主な機材には、車輌、コピー機、コンピュータ、プリンター、トラクター、耕耘

機、脱穀機、精米機、灌漑用ポンプ、ボーエン比

4
 測定システム、雨量計測システム、

測量機器、土壌サンプリング器などがある。資機材の価格総額は約 967,000 米ドルであ

る。供与資機材の詳細リストについては、英文評価レポートの Annex 5 を参照のこと。 

 

（４）日本側負担現地活動経費 

プロジェクト活動実施のために日本側が負担した現地活動経費は、2016 年 6 月末時

点で約 1,090 万ナミビア・ドル（Namibian Dollars：NAD）（約 787,000 米ドル）である。

この活動経費に含まれるものは、日本人専門家のナミビア国内交通費、プロジェクト雇

用技術者や労働者の給料、会議費、その他一般活動経費である。詳細については、英文

評価レポートの Annex 6 を参照のこと。 

 

３－１－２ ナミビア側投入 

（１）プロジェクト活動に参加した C/P 

終了時評価時点で、12 人の C/P がプロジェクト活動に参加している。この人数には、

プロジェクト・ダイレクター、プロジェクト・マネージャー、アシスタント・プロジェ

クト・マネージャーを含む。12 名全員が UNAM 所属の職員（研究者や技術者）である。

プロジェクト開始当初から終了時評価時点までの C/P 配置に係る詳細情報については、

                                                        
4
 潜熱フラックスに対する顕熱フラックスの比。蒸発散量を間接的な物理量から推定するための手法（熱収支法）。 
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英文評価レポートの Annex 7 を参照のこと。 

 

（２）ナミビア側負担経費 

ナミビア側は表３－１、３－２に示すように、主にナミビア側研究者の交通費や施設

経費を負担した。予算計上額合計は、1,896,000 NAD（2017 年 3 月まで）であり、また

実際の支出総額は 1,052,812 NAD（2016 年 6 月末まで）である（米ドル換算額は、それ

ぞれは 136,400 米ドル及び 75,700 米ドルとなる）。 

 

表３－１ ナミビア側がプロジェクト経費として確保した予算額 

（単位：NAD） 

項目 
2012年 4月- 

2013 年 3 月 

2013年 4月- 

2014 年 3 月 

2014年 4月- 

2015 年 3 月 

2015年 4月- 

2016 年 3 月 

2016年 4月- 

2017 年 3 月 
合計 

確保された予算額 500,000 250,000 200,000 500,000 446,000 1,896,000 

 

表３－２ ナミビア側が実際に支出した経費 

（単位：NAD） 

項目 
2012年 4月- 

2013 年 3 月 

2013年 4月- 

2014 年 3 月 

2014年 4月- 

2015 年 3 月 

2015年 4月- 

2016 年 3 月 

2016年 4月- 

2016 年 6 月 
合計 

トラクターやディス

クハロー 

522,674 222,102 210,235 85,751 12,050 1,052,812 運営及び交通費 

オゴンゴ校の施設利

用経費 

 

（３）UNAM による事務スペース、土地、施設の提供 

UNAM は、プロジェクト活動に必要な日本人専門家用事務スペース、ラボラトリー、

温室、作物栽培試験圃、種子保管庫、コメ袋詰め室、物品倉庫を提供している。詳細に

ついては、英文評価レポートの Annex 8 を参照のこと。 

 

３－２ プロジェクト活動の進捗状況 

プロジェクト活動は、プロジェクト開始以降、PDM や PO に沿って実施されてきた。活動

項目ごとの活動の進捗状況及び主な成果並びにプロジェクト残り期間の活動について、終了時

評価調査団が各種進捗報告書やプロジェクトチームメンバー（日本人専門家及びナミビア側

C/P）から得た情報に基づき作成したものを表３－３に示す。 
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表３－３ 活動の進捗状況と主な成果（プロジェクトより提出された報告書類に基づく） 

 
活動項目 進捗と主な成果 進捗度 

プロジェクト残り 

期間の活動 

1-1 イネを基幹とする

混作栽培の確立に

必要な耕種法を検

討する。 

適切な栽培方法を検討するため各種の栽培試験が、UNAM オゴンゴ校、近畿大学、滋賀県立大学、

実証圃場設置農家で実施されてきた。実施された主な栽培試験は次の点である。 

１）UNAM オゴンゴ校内の大型傾斜実験圃場及び小型の水田圃場では、混作栽培条件下における収

量、生産性及び水分生理の評価。 

２）近畿大学では、土耕及び水耕条件下における混作作物の、土壌ストレス応答、生存試験、水源調

査、収量性に関する各種基礎研究。 

３）滋賀県立大学では、各種栽培試験として、混作における成長と生産性、コメとトウジンビエを用

いた混作と単作における水利用効率に係る試験。 

４）実証農家 12 戸の圃場を用いて混作に係るモデル試験栽培が行われ、また、111 戸の実践農家圃場

の一部で収量調査が実施された。 

ほぼ完了 2016 年 9 月に日本作

物学会の講演会で複

数の発表が行われる

予定。 

1-2 節水栽培技術を安

定同位体法等によ

り検討する。 

節水栽培技術を検討するため、近畿大学では、ライシメーター設置圃場において地下水制御技法の試

験が実施された。安定同位体法を用いた検討結果として、イネとトウジンビエの苗を同じ地点で栽培

（接触栽培）することで、混作作物の地下水依存率が高まるとともに、水利用効率が向上することが

みられた。洪水ストレスを与えた状態で同様の栽培試験が、UNAM オゴンゴ校の大型傾斜圃場で実

施され、安定同位体法を用いて、混作栽培における水源調査（降雨、湿地の水、地下水）と深層水と

深層水利用効率が計算された。これら試験結果が完了後に順次、複数の論文が作成される予定である。

また、オゴンゴ校における試験結果からアジアイネ、アフリカイネ、ネリカの水分生理と水利用効率

に係る基礎的な知見が得られた。 

ほぼ完了 2016 年 10 月の日本

熱帯農業学会の講演

会で 1 つの発表が行

われる予定。 

1-3 洪水–干ばつ等の

環境ストレスに対

する対応策や土壌

肥沃度の維持対策

を検討する。 

近畿大学と滋賀県立大学で、混作における環境ストレス（塩類、乾燥、貧栄養など）に係る基礎試験

（ポット試験及び圃場試験）が実施された。アジアイネ、アフリカイネ、ネリカの総計 37 品種を用

いた、乾燥耐性、塩耐性、炭水ストレス耐性に係る品種間比較研究がポット試験で完了した。また、

乾燥ストレス、湛水ストレス、塩ストレスの各条件下で、コメとその他の穀類との接触混作の試験（ポ

ット試験）が実施され、その結果、接触混作が乾燥適応穀類の洪水ストレス耐性を強化するポテンシ

ャルを有することが判明した。 

貧栄養条件下における有機物由来窒素への混作作物の依存度に係る試験が実施された。その後、在来

マメ科作物のカウピー（ササゲ）をイネ・トウジンビエ混作体系へ組み込むため、カウピーの湛水ス

トレス耐性及び塩ストレス耐性に係る基礎試験が実施された。土壌肥沃度維持のための検討として、

ナミビア国の季節河川流域における土壌サンプル調査が実施され、その調査結果にかかわる論文が投

稿された。牛糞の投入試験が実施され、その成果は日本で 9 月に開催される学会で発表される予定で

ある。 

ほぼ完了 今後、3 つの論文が提

出予定で、複数の学

会の講演会で発表が

予 定 さ れ て い る

（2016 年 9 月の日本

作物学会の講演会と

同 9 月の日本土壌肥

料学会の年次大会）。 
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2-1 実証と実践試験に

参加する農家の社

会経済状況や営農

形態を調査する。

（ベースライン調

査） 

2012 年 12 月 12 日に、ある一村の 9 農家を対象としたベースライン調査のプレテスト（予備調査）

が実施された。その後、2013 年 2 月 4 日から 2 月 16 日にかけてベースライン調査が実施され、386

農家に対するインタビュー調査が実施された。比較的情報整理ができた一村（Onamundindi（オナム

ンディンディ）の 38 戸）を対象とする村落モノグラフが作成され、季節湿地における社会経済の経

時的変化を解析する基礎資料とすることになった。その際、村の社会構造などに関する情報が不十分

であったので、2015 年に村長を対象とする追加のインタビューが実施され、得られた情報が村落モ

ノグラフに加えられた。その村落モノグラフの骨子をまとめた論文が最近、学会誌に投稿された。ま

た、調査結果を基に村落モノグラフを冊子として UNAM 側で出版する予定である。これらの活動の

結果、政府による統計では把握しきれていない農村の多様な実態が明らかになった。具体的には以下

の点である。 

１）農村家庭間の違い・格差 

�リソースあるいは農業用ツール（鍬、鋤、トラクターなど）の所有状況 

�老齢年金、障害者年金、子供手当の受給の有無による所得格差 

�種子調達：ほとんどの農家は種子を購入しない。ただし、改良品種については、政府の販売する

種子やローカル市場で販売されている種子を購入する。また、前作期で種子を収穫できなかった

場合、種子を購入する。 

２）小作農家は非常に少ない。ほとんどの農家が所有地を持つ。所有地面積の格差は大きくなく、平

均的な土地所有面積は、2～3ha である。 

３）約 80％の農家が所有地内に小湿地を有する。 

ほぼ完了 UNAM によるビレッ

ジモノグラフ文書の

最終化と印刷。この

文書は、UNAM の基

礎資料になるととも

に、MAWF と共有さ

れる予定。 

2-2 実証試験参加農家

に対し、活動目的

に関して事前了解

を得るとともに、

作物学・水文学領

域の活動で得られ

た知見をワークシ

ョップ等を通じ共

有する。 

2012 年から 2013 年にかけて 3 村で実証試験を実施する農家が選定された（計 9 農家）。農家の敷地

内に実証農家圃場が設置され、また水位計や雨量計も設置された。実証農家は、他の村落で 2014／

15 年に 2 戸増加し、2015／16 年に 1 戸増加した。農家選定の際、農家を個別に訪問して活動目的に

ついての説明が実施され、さらに実証農家が位置する村及び周辺の村において複数のワークショップ

が開催された。その際、プロジェクトの概要や混作栽培技術についての説明が行われ、また混作栽培

に係る農家の認識に関する情報収集が行われた。また実証農家圃場では、混作試験栽培と水文データ

の収集・モニタリングが実施された。実証試験参加農家等に対する作物学・水文学領域に活動で得ら

れた知見等を共有するためのワークショップが複数の村において開催された。その実績を下表に示

す。 

 

＜農家とのワークショップ＞ 

No. 年月日 対象村落名 
参加者数 

（括弧内は、農家数） 
ワークショップの主な内容 

1 2012 年 9 月 5 日 Ohaingu 11 伝統的な農業と新しい混作栽培に関

する農家の認識を知るための、ファー

ムスケッチ手法を用いたフォーカス  

2 2012 年 9 月 6 日 Onamundindi 23 

3 2012 年 12 月 12 日  17 
 

完了 --- 
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4 2013 年 3 月 5 日  27 グループディスカッション。 

 5 2013 年 3 月 9 日  27 

6 2013 年 3 月 14 日 Omagalanga 16 

7 2013 年 12 月 17 日 Omagalanga 23 （１）伝統的な農業と新しい混作栽培

に関する農家の認識を知るため

の、ファームスケッチ手法を用い

たフォーカスグループディスカ

ッション。 

（２）実証農家としての参加意思の確

認（候補農家に対する対面調査） 

8 2013 年 12 月 18 日 Afoti 41 

9 2014 年 12 月 4 日 Ombafi 20 

10 2014 年 12 月 15 日 Afoti 17 

11 2014 年 12 月 16 日 Onamundindi 15 

12 2014 年 12 月 18 日 Oshiteyatemo 13 

13 2014 年 12 月 19 日 Omagalanga 8 

14 2015 年 7 月 16 日 --- --- 学校の生徒に対するワークショップ 

15 2015 年 8 月 19 日 Omagalanga 28 （１）プロジェクト概要と混作栽培方

法についての説明。 

（２）農家の土地管理と農法の認識に

関する追加調査。 

16 2015 年 11 月 13 日 Omagalanga 23 

17 2015 年 11 月 14 日 Osikuku 23 

18 2015 年 12 月 22 日 Afoti 27 
     

 

2-3 実証試験参加農家

の研究内容・目的

共有の理解の変化

に関する評価を実

施し、展開におけ

る留意点を整理す

る。 

実証農家や実践農家に対して研究内容や目的を説明した後、実証農家及び実践農家を訪問し、農業実

践に関する観察が行われた。また、ファームスケッチや個別インタビューを繰り返すことによって、

双方向（農家とプロジェクトメンバー間）の学びが実施されるとともに、活動の展開に関する情報整

理が行われた。混作についての農家の理解内容が、プロジェクト側の意図するものと乖離がある可能

性が判明したため、混作農法について繰り返し農家にフィードバックを行うとともに、稲作実践農家

視察をアレンジし、一部実証農家自身の言葉による説明を記録して、研究者と農家のコミュニケーシ

ョンの改善方法の可能性が検討された。この過程で、農家が大学から得た情報をもとにどのように新

しい栽培技術を採択するか（または拒否するか）の指標を農家自身が発言できる環境づくりを目指し、

研究者と農家の対話型・参加型研究手法の試行を続けた。それらの活動結果の一部が、学会の講演会

で発表された。 

ほぼ完了 --- 

2-4 農家圃場の立地を

景観生態学的観点

から分類する。 

2013 年初めに、Onamundindi 村の 10 農家の圃場で、季節湿地の生態環境に関する予備的な聞き取り

調査が実施され、湿地環境や周辺の自然環境に対する農家の認識について把握され、農家が小湿地を

分類する際に鍵となる指標が抽出された。農家圃場の立地を景観生態学的観点から分類するため、植

生や土壌、水環境、地形などの景観構成要素の定量的な解析が実施された。同時に、農家の生態環境

に対する認識や環境を区分する指標を抽出するためインタビュー及びワークショップが実施された。

景観生態学的観点からの農家圃場における混作栽培方法の評価が進められている。 

ほぼ完了 国際科学雑誌向けに

2 つの論文に向け準

備中。 
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2-5 新たな作付体系を

農民が選択あるい

は拒否する判断基

準や生産された作

物の利用方法、湿

地に対する農家の

意識変化を明らか

にし（農家経済、

労働分配調査）、社

会経済面の持続性

を検討する。 

新たな栽培体系を農家が選択あるいは拒否する判断基準、生産された作物の利用方法、湿地に対する

農家の意識変化についての調査が、複数の調査手法を用いて実施された。用いられた手法は、①イン

タビュー、②ワークショップ、③スタディツアー、④ファームスケッチ、⑤携帯型 GPS、⑥無人航空

機（UAV：通称「ドローン」）による空中撮影、⑦季節カレンダー、⑧ランキング法などである。こ

れらの調査から、農家の混作に対する意識やその変化についての抽出が行われ、これらの結果につい

ては学会において報告済みである。また、2016 年 8 月時点で論文作成が進行中である。 

    

農家経済及び労働分配については、2013 年 2 月のベースライン調査によって関連情報が収集された。

その後、2016 年 5 月から 8 月にかけて、選定された農家（Onamundindi 村と Oshiteyatemo 村の実践農

家と一般農家）を対象に、追加のインタビュー調査と情報収集調査が実施された。混作栽培が農家家

計や労働分配に与える影響評価が現在進展中であり、2016 年 9 月には最終の評価結果が出る見通し

である。小湿地における混作栽培の費用便益分析の予備的結果によると、混作栽培によってある程度

の収益が得られる可能性がある。 

ほぼ完了 2016 年 11 月に開催

される国際開発学会

の大会で、科学的成

果の 1 つが発表され

る予定。 

 

2 つの論文が国際学

会誌に投稿される予

定。 

3-1 現地の地形図、各

種衛星画像、並び

に現地観測デ－タ

などから、季節湿

地全域の地表水貯

留量変動を推定す

る。 

UAVを用いた連続写真空撮と SfM-MVS技術とを組み合わせた写真測量が小湿地を分解可能なスケー

ルで実施された。具体的には、プロジェクト対象地域の以下に示す範囲の中の 16 区域が調査対象と

なった。 

１）北部地域の 6 区域（17°27′00”S - 17°30′00”S, 15°21′00”E - 15°24′00”E） 

２）中部地域の 6 区域（17°43′00”S - 17°46′00”S, 15°13′00”E - 15°16′00”E 

３）南部地域の 4 区域（17°58′00”S - 18°01′00”S, 15°19′00”E - 15°22′00”E） 

 

地表水貯留量の変動の時系列データが計算され、その後、2002 年から 2015 年までの 13 年間におけ

る 16 区域の地表水貯留量が、高解像度の衛生リモートセンシングデータを用いて計算された。その

分析結果、上記 3 地域において推定された地表水貯水量は降水量の影響を受けて年々大きく変動して

おり、地域差も大きいことがわかった。 

ほぼ完了 --- 

3-2 現 地 観 測 デ ー タ

（降水量、蒸発散

量、地下浸透量）

を基礎として、季

節湿地の水収支を

時系列的に解析す

る。 

UNAM オゴンゴ校を中心とする東西 180km、南北 60km のエリア内に 30 カ所に転倒マス式雨量計が

設置され、降雨量データが継続的に収集された（オゴンゴ校内の雨量計を合わせると計 31 カ所）。そ

の結果、4 年にわたる雨期の広域雨量マップを描くことができた。一方、ボーエン比測定システムが

オゴンゴ校内の大型傾斜実験圃場内に 3 基、実験圃場に隣接する自然湿地圃場内に 1 基設置され、蒸

発散量推計に必要な気象データが継続的に収集された。異なる地表状態（異なる作物と異なる地表面

の状況）における蒸発散量の 4 年間の時系列データが得られた。この得られたデータとリモートセン

シングデータを用いて、広域における蒸発散量が推計された。さらに、実証農家の小湿地の深層部分

から土壌サンプルを採取し、土壌透水試験が実施された。その結果、地表水で湛水した状況にある小

湿地における飽和透水係数が得られた。 

ほぼ完了 米国で 2016 年 12 月

に開催予定の AGU

（アメリカ地球物理

学連合）秋大会にお

いて 1 つの発表が行

われる予定。 
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3-3 実証試験と実践試

験を実施する農家

圃場内の小湿地の

水源を解析する。 

オゴンゴ校内で降雨サンプルが採取され、それらの安定同位体組成が分析された結果、この地域の地

表水と浅層地下水は、この地域の降水を起源とすることがわかった。また大気水収支解析と照らし合

わせた結果、この地域の降水－蒸発散のリサイクル率（雨期平均）は、約 80％であり、雨期後半ほ

どリサイクル率が高い（地表面から蒸発散した水が再び降水となり、地表にもたらされる）ことが明

らかとなった。また、実証農家の小湿地中央部に観測井が設けられ、水位の時系列データが取得され

た。データの分析結果、雨期の前半よりも後半のほうが小湿地の水位の低下速度は緩やかであること

がわかった。 

ほぼ完了 --- 

4-1 小湿地を有する篤

農 家 圃 場 に お い

て、イネを基幹と

する混作栽培の実

証栽培試験を実施

する。 

栽培シーズン（作期）別の実証農家数は、下表に示すとおりである。 

 

＜実証農家数＞ 

 2012/13 2013/14 2014/15 2015/16 

実証農家数 9 9 11 12 

村落ごと

の農家数 

Onamundindi 村 3 3 3 3 

Afoti 村 3 3 3 3 

Oshiteyatemo 村 3 3 3 3 

Epayaliwa 村 --- --- 2 2 

Onandjandja 村 --- --- --- 1 

 

2012／13 作期は、厳しい干ばつが発生した年であり、いくつかの実証農家の圃場の小湿地でイネを

移植することが困難であった。小湿地にたまる降水の貯留期間が長い農家の湿地でイネとトウジンビ

エの混作と降雨後（3 月）の移植の 2 種類の試験が実施された。同様の試験が、実証農家の小湿地に

おいて、2013／14、2014／15、2015／16 の各作期に実施された。 

ほぼ完了 2016 年 11 月に開催

される国際開発学会

の大会で、科学的成

果の 1 つが発表され

る予定。 

4-2 イネを基幹とする

混作栽培を希望す

る農家において、

実践栽培試験を実

施する。 

イネを基幹とする混作栽培あるいは稲作を自主的導入する意思を示した農家にイネを苗あるいは種

子が配布された。本プロジェクトでは、この種類の農家を「実践農家」と分類している。下表に作期

ごとの実践農家数を示す。 

 

＜実践農家数＞ 

 2012/13 2013/14 2014/15 2015/16 

実践農家数 72 88 76 128 

 

2015／16 作期に、Onamundindi 村及び Oshiteyatemo 村の実践農家各 20 戸からデータを収集し、社会

経済インパクト評価が実施された。また、それぞれの村で湿地での作物栽培を行っていない一般農家

を 20 戸選定し、データを収集した。2015／16 作期のイネを基幹とする混作栽培の圃場実証作業が完

了し、収集データの分析が進められている。 

 

ほぼ完了 2016 年 11 月に開催

される国際開発学会

の大会で、科学的成

果の 1 つが発表され

る予定。 



 

－
1

5
－

 

  2015／16 作期には、111 戸の実践農家でイネを基幹とする混作栽培が実施され、そのうち 32 農家で

コメの収穫があった。また、トウジンビエとソルガムの収穫があったのは 30 戸と 27 戸であった。大

まかにいって、実践農家の約 4 分の 1 が何らかの収穫を得た。 

  

4-3 開発学・水文学領

域の検討結果を作

物学領域に毎年フ

ィ－ドバックする

ことにより、半乾

燥地の水資源を持

続的に保全しうる

ような節水型であ

り、かつ、洪水と

干ばつにも対応可

能なイネを基幹と

する混作栽培を検

討する。 

JCC 会議の際や日本での年次会合の際に、研究成果が開発学チーム及び水文学チームから作物学チー

ムに対しフィードバックされた。また、イネを基幹とする混作栽培の提案に関する議論が、2016 年 8

月 29 日に開催された本プロジェクトのワークショップで行われた。 

ほぼ完了 --- 

4-4 現地でのフィール

ド・デーの開催な

ど を 通 じ て 、

UNAM 研究者・技

術員などが、新し

く提案される農法

に係る農民参加型

研究・普及を実施

する。 

2013 年 3 月から 2016 年 6 月までに、計 10 回のフィールド・デーが開催され、イネを基幹とする混

作栽培方法、イネの栽培スケジュール、プロジェクト概要、トラクター・ハイアリング・スキーム、

耕耘機の運転デモンストレーションなどについての説明が実施された。第 1 回目（2013 年 3 月）の

参加者数は 462 人で、第 2 回目（2014 年 3 月）の参加者数は、529 人であった。農家が参加するだけ

でなく、MAWF 次官、政治家、市長、伝統的権威者なども参加した。また、第 3 回目（2014 年 4 月）

のフィールド・デーでは、中等学校の生徒と教師が参加した。第 5 回目（2016 年 3 月）のフィール

ド・デーには、オムサティ州の州知事が参加した。また、同州知事の要望を受け、2016 年 6 月には

コメ収穫祭がオゴンゴ校で開催され、州知事、UNAM 副学長、郡政府議員など、150 名以上が参加し

た。 

    

フィールド・デーのほかに、農家参加型ワークショップが 18 回開催された。開催場所は、オゴンゴ

校、Ohaingu 村、Onamundindi 村、Omagalanga 村、Afoti 村、Osikuku 村、Oshiteyatemo 村である。参

加した農家数は延べ 358 人である。 

このほか、MAWF の普及員や、UNAM スタッフ、農家等を対象とする各種のセミナーやワークショ

ップも開催された。 

フィールド・デー、ワークショップ、セミナー等の開催情報詳細については、英文評価レポートの

Annex 9 を参照のこと。 

ほぼ完了 最終回のフィールド

デー（あるいはワー

クショップ）が 2016

年 12月に村落で開催

される予定。 
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３－３ 成果（アウトプット）の達成状況 

３－３－１ 成果 1：【作物学領域】 洪水–干ばつに対応し、かつ節水型であるイネを基幹と

する混作栽培モデルが提案される。 

 

洪水–干ばつ条件に対応し、かつ節水型である栽培技術の開発に係る研究活動がプロジェク

ト期間中、着実に進捗してきた。研究成果の分析結果は、各種国際誌あるいは国内誌への論文

投稿といった形で取りまとめられている（4 つの論文が出版済み、1 つの論文が印刷中、2 つの

論文が提出済み、さらに 5 つの論文を投稿予定）。分析結果はまた日本やナミビア国で開催さ

れた多くの学会／セミナー等で発表された（既に 26 件の発表が行われ、さらに 8 件の発表が

行われる予定）。プロジェクトチームは、6 つの栽培技術で構成されるイネを基幹とする混作栽

培農法を提案している。それら技術のなかでも特に接触混植については農家圃場レベルでの実

証はまだできていないものの、試験レベルで収量の比較優位性が科学的に実証されたことは特

筆すべき成果である。これらの成果から、成果 1 の達成度はおおむね高いと判断する。 

 

指標 1-1：作物学、熱帯農学等の関連分野の学会や国際セミナーでの発表・報告回数（27 回） 

 

作物学、熱帯農学等の関連分野の学会や国際セミナーでの発表回数は、2016 年 8 月までに

26 回を数える。さらに、2016 年末までに 8 件の発表が予定されている。発表回数総計は 34 回

となる。学会発表に係る詳細情報については、英文評価レポートの Annex 10 を参照のこと。 

 

指標 1-2：関連分野の査読付き学術誌（国内誌もしくは国際誌）への論文投稿数が 6 件以上 

 

査読付きの作物科学分野の学術誌への論文投稿数は、2016 年 8 月時点で 7 件である（4 件が

出版済みで、1 件が印刷中、2 件が投稿済み）。さらに、5 件の論文が 2017 年 3 月までに投稿さ

れる見通しとなっている。その場合、論文投稿数の合計は 12 件となる。これら論文の詳細情

報を表３－４に示す。 

 

表３－４ 発表済み論文と投稿予定の論文 

 

発表済み /

印刷中 /受

付済み 

執筆者名、論文名、出版物名、出版年など 
国際誌ある

いは国内誌 

A：ナミビア人研究者及び日本人研究者の共同執筆 

1 発表済み Suzuki, T., T. Ohta, Y. Izumi, L. Kanyomeka, O. Mwandemele, J-I. Sakagami, 

K. Yamane, and M. Iijima, Role of canopy coverage in water use efficiency of 

lowland rice in early growth period in semi-arid region. Plant Production 

Science, 2013, 16（1）, 12-23. 

国際誌 

2 発表済み Awala, S.K., K. Yamane, Y. Izumi, Y. Fujioka, Y. Watanabe, K.C. Wada, Y. 

Kawato, O. Mwandemele, and M. Iijima, Field evaluation of mixed-seedlings 

with rice to alleviate flood stress for semi-arid cereals. European Journal of 

Agronomy, 2016, 80, 105-112. 

国際誌 
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3 発表済み Iijima, M., S.K. Awala, Y. Watanabe, Y. Kawato, Y. Fujioka, K. Yamane, and 

K.C. Wada, Mixed cropping has the potential to enhance flood tolerance of 

drought-adapted grain crops. Journal of Plant Physiology, 2016, 192, 21–25. 

国際誌 

4 投稿済み Nanhapo et al., Mix cropping with ice plant alleviates the damage and the 

growth of cowpea under consecutive NaCl treatment and after the recovery 

from high concentration of NaCl. 

国際誌 

5 投稿済み Watanabe, Y., F. Itanna, Y. Fujioka, A. Petrus, and M. Iijima, Characteristics of 

soils under seasonally flooded wetlands（oshanas）in north-central Namibia. 

Journal of Arid Environments.（6. Jun. submitted） 

国際誌 

6 投稿予定 （This paper will be submitted in October 2016） 

Watanabe et al., Soil fertility status of seasonally closed wetland ecosystem

（Ondombe）in Northern Namibia. 

国際誌 

7 投稿予定 （This paper will be submitted in November 2016） 

Iijima et al., Oxygen transfer between mix-cropped rice and pearl millet in 

water culture. 

国際誌 

8 投稿予定 （This paper will be submitted in January 2017） 

Watanabe et al., Inspect the amount of cow manure and chemical fertilizer 

dosage for rice, pearl millet and cowpea in north-central Namibia. 

国際誌 

9 投稿予定 （This paper will be submitted in March 2017） 

Iijima et al., Effects of soil moisture conditions on the water relation and water 

source of intercropped rice and pearl millet. 

国際誌 

10 投稿予定 （This paper will be submitted in March 2017） 

Izumi et al., Examination of Water Use Efficiency in Mix-cropped Rice and 

Pearl millet. 

国際誌 

B：日本人研究者による執筆 

11 発表済み Okazaki, Y., K. Yamane, Y. Izumi, and M. Iijima, Drought, salinity and flooding 

tolerance of Oryza sativa, Oryza glaberrima and their interspecific cultivars. 

Journal of Crop Research, 2014, 59, 23-30. 

国内誌 

12 印刷中 Izumi, Y., Y. Okazaki, K. Yamane, and M. Iijima, Evaluation of the Resistance 

to "Multiple Environmental Stress" of Oryza sativa, O. glaberrima and their 

Interspecific Progenies. - Effect of Drought and Re-watering on the Growth and 

Physiological Parameters of Rice Cultivars. - Journal of Crop Research, 61, 

23-30. 

国内誌 

 

指標 1-3：水利用効率の高い節水栽培技術、並びに洪水–干ばつ等の環境ストレスにおいて生

産性の高い農法のリスト 

 

作物学チームは、表３－５の 6 種類の洪水–干ばつ対応栽培技術を提案している。これらの

栽培技術はプロジェクト成果に係るワークショップ（2016 年 8 月 29 日）で説明され、また現

在作成中の「洪水–干ばつ対応混作栽培農法ガイドライン」の中でもそれらの概略が説明され

ている。 
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表３－５ 提案されている洪水–干ばつ対応栽培技術 

 栽培技術名 技術の概要 

1 水変動領域にお

ける混作栽培 

農地の傾斜部分を利用し、低位部にはイネを栽培し、高位部にはト

ウジンビエを植える。この栽培技術を用いることで、イネとトウジ

ンビエの両方の生存が可能となる。 

2 畝とその溝にお

ける混作 

畝の上部にトウジンビエを播種し、畝の溝部分にイネを植える。こ

の技術を用いることで、トウジンビエもイネも良好に生育する。 

3 接触混植 イネもトウジンビエも同じ地点（穴）に植える。この技術を用いる

ことで、水利用効率が強化され、洪水、干ばつ、塩のストレスが軽

減される。 

4 降雨後の播種 雨期後期である 3 月の降雨後にイネを移植するにより厳しい干ばつ

を克服することについての試行が進捗中。 

5 品種選抜 国際熱帯農業研究所（IITA）から調達したトウジンビエ及びカウピ

ーなどの畑作物の洪水耐性品種の選抜。IRRI から調達した早生の陸

稲品種の選抜試験が、オゴンゴ校で進行中。 

6 土壌肥沃度維持 小湿地の水変動領域におけるカウピー導入と小湿地への牛糞の投入。 

 

３－３－２ 成果 2：【開発学領域】 「イネを基幹とする混作栽培」導入による農民の意識変

化・社会経済的インパクト計測方法が確立される。 

    

実証農家や実践農家の社会経済状況、営農状況を分析・理解するために、7 つの異なる手法、

すなわち、①ファームスケッチ、②携帯型 GPS 調査、③無人航空機（Unmanned Aerial Vehicle：

UAV）を用いた空中写真撮影、④アンケート調査、⑤村落モノグラフ作成、⑥景観分析、⑦ワ

ークショップが適用された。上記手法のうち、①、④、⑤といった手法は、農家の主観的認識

を理解するための手法であり、②と③といった手法は、農家の営農実践に係る情報をより客観

的・正確に把握するためのものである。これら 2 つのタイプの手法を組み合わせることが、農

家の認識や実態を把握するために有効であると確認された。 

    

研究活動の結果 3 件の論文が投稿され、今後、5 件の論文が投稿される見通しである。また、

研究活動の成果はナミビア国あるいは日本国で開催された多くの学会／セミナーで発表され

た（既に 19 回の発表が行われ、さらに 2 回の発表が予定されている）。これらの成果から、成

果 2 の達成度はおおむね高いと判断する。 

 

指標 2-1：実証栽培試験参加農家の研究内容・目的の理解の変化の記録 

 

実証農家がいる村落で、ベースライン調査や質的調査が実施された。これらの調査を通じて

収集されたデータや情報は整理中であり、論文の作成も進行中である。農家を対象とする追加

調査も実施され、またファームスケッチ、アンケート調査、ワークショップ、携帯型 GPS 調査、

無人航空機による空中写真撮影、景観分析などの手法を用いて、混作に対する農家の認識や農

家における混作実践状況についても把握された。調査結果に基づく論文作成が進行中である。 

    

7 つの手法の利用目的と利点を表３－６に示す。  
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表３－６ 適用した手法の利用目的と利点 

 手法名 利用目的 長所と弱点 

1 ファームス

ケッチ 

・農家の認識を理解するた

め。ファームスケッチ

は、研究者と農家間の対

話のためのツールであ

る。 

１）長所 

- 研究者が農家の認識を理解できる。 

- 図を描くことで、農家と研究者間で価値ある情報を

交換することができる。 

２）弱点 

- 情報の大きさを記録できない。 

2 携帯型 GPS

調査 

・研究者が携帯型 GPS レ

シーバーを持って歩い

た場所の図を描く。 

・農家の実践状況を研究者

が把握することができ

る。 

１）長所 

- GPS 図は、地理情報に係る視覚的イメージを提供す

る。農家との情報共有を補助する。 

- 区画の面積を容易に計算できる。 

２）弱点 

- 小さな区画の面積を測定するのは困難。 

- 記録対象が研究者の認識によって限定される。 

3 無人航空機

を用いた空

中写真撮影 

・農家圃場の空中写真によ

って混作栽培形態を理

解することが可能とな

る。 

１）長所 

- GPS 調査では把握することが困難な、詳細栽培体系を

みることが可能。 

- DEM（電子標高モデル：Digital Elevation Model）を作

ることで微少な地理情報を得ることが可能。 

２）弱点 

- 無人航空機の操作が困難。 

- 分析するためには、特殊な技能が必要。 

4 アンケート

調査 

・世帯の経済社会状況を理

解する。 

１）長所 

- 各世帯の状況についての量的データを得ることが可

能。 

２）弱点 

- 質的データを得ることが困難。 

- 質問の範囲内あるいは農家の期待にそって回答する

傾向がある。 

5 村落モノグ

ラフの要約 

・世帯の経済社会状況を理

解する。 

１）長所 

- 村落モノグラフは、ある村落の社会経済状況につい

て将来の変化を知るための基礎的情報となる。 

- 研究者は、質的・量的情報の多面的視点で村落の情

報を理解することができる。 

6 景観分析 ・自然環境を理解する。こ

れには人間による認識

や利用を含む。 

- 景観は、ある土地の見ることができるすべての性質

を包含するもので、土地形態の物理的要素、生活要素、

人的要素、土地利用を含む。 

7 ワークショ

ップ 

・双方向のコミュニケーシ

ョンを通じて農家と研

究者間で情報を共有す

る。 

- ファシリテーション技能がワークショップを成功さ

せるうえで重要である。 

 

開発学チームは、本プロジェクトの 4 つの側面の社会的インパクトを把握した。具体的には、

①農家中心の普及手法の開発（稲作導入）、②イネを基幹とする混作栽培に対する農家の認識

の変化、③季節湿地利用に係る農家の認識変化（農家は伝統的に「湿地は作物栽培に適してい

ない」とみなしていたが、本プロジェクトを通じて湿地であっても作物（コメ、トウジンビエ、

ソルガムなど）の栽培・収穫が可能であると認識し始めた）、④コミュニティ共有湿地の共同

利用。イネを基幹とする混作栽培農法の持続性について、開発学チームは次の 4 つの要因に左
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右されると指摘している。それらは、①イネを基幹とする混作栽培を行うインセンティブ、②

混作栽培農法適用における農家が自発性に同農法を実践できること、③リソース（湿地、コメ

種子、耕起用機械）の利用可能性、④イネを基幹とする栽培技術の普及方法のシステム化。 

 

指標 2-2：ナミビア大学研究者による手法の成果発表回数（9 回） 

 

プロジェクト活動実施の結果、開発学チームは農家の態度や認識変化を理解し、イネを基幹

とする混作農法の導入を通じた農家への社会経済的インパクトを理解するため、ファームスケ

ッチ等の 7 種類の手法を確立した。 

    

現状の認識を理解する研究手法と社会経済インパクトについての発表が、2016 年 8 月まで、

学会やセミナーで計 14 回行われた。2016 年中にさらに 3 つの発表が予定されている。したが

って、発表総数は 17 回となる。なお、発表についての詳細情報は、英文評価レポートの Annex 

10 を参照のこと。 

 

指標 2-3：混作の景観生態学的評価の方法に関する学会や国際セミナーでの成果報告回数（7

回） 

 

混作農法に関する景観生態学的評価手法に関する発表は、2016 年 8 月までに 7 回を数える。

さらに 2016 年末までに 1 件の発表が予定されている。発表回数総計は 8 回となる。学会発表

に係る詳細情報については、英文評価レポートの Annex 10 を参照のこと。 

 

指標 2-4：関連分野の査読付き学術誌（国内誌もしくは国際誌）への論文投稿数が 5 件以上 

 

開発学関連で査読付き学術誌への論文投稿数は、2016 年 8 月時点で 3 件であり、さらに年末

まで 5 件の論文が投稿される予定である。その場合、論文数の合計は 8 件となる。論文の詳細

情報は表３－７に示すとおりである。 

 

表３－７ 発表済み論文と投稿予定の論文 

 

発表済み/

印刷中/受

付済み 

執筆者名、論文名、出版物名、出版年など 
国際誌ある

いは国内誌 

A：ナミビア人研究者及び日本人研究者の共同執筆 

1 受付済み Nishikawa, Y., O. Shivolo, M. Hangula, B. Thomas, M. Hangula, T. Maharero, 

and Y. Fujioka, Village Monograph of an Agro-pastoral Society in North-central 

Namibia. Ryukoku Journal of Economics, accepted. 

国内誌 

2 投稿済み （This paper was submitted） 

Kaida, K., Nishikawa, Y., Thomas, B., Shivolo, O., and Hango, V., What 

encouraged households to adopt rice as a new crop?  Development in Practice. 

国際誌 

3 投稿予定 （This paper will be submitted in September 2016） 

Thomas et al., Understanding the variations of cropping patterns focused on the 

gaps between farmer’s perceptions and practices in north-central Namibia. 

国際誌 
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4 投稿予定 （This paper will be submitted in September 2016） 

Njunge et al., Variation in composition of plant species growing in small ponds

（oondombe）of the Cuvelai Basin seasonal wetlands in north-central Namibia. 

国際誌 

5 投稿予定 （This paper will be submitted in September 2016） 

Fujioka et al., Evaluation of mixed-cropping patterns using aerial photos taken 

by UAV. 

国際誌 

6 投稿予定 （This paper will be submitted in September 2016） 

Thomas et al., Application of multiple survey techniques for improving 

scientist's understanding and farmer's consent. 

国際誌 

7 投稿予定 （This paper will be submitted in September 2016） 

Fujioka et al., Diversity of seasonal small wetlands（oondombes）landscape and 

its recognitions by local people in north-central Namibia. 

国際誌 

B：日本人研究者による執筆 

8 受付済み 甲斐田きよみ・西川芳昭. 稲作試行が女性農民の行う世帯内意思決定に与

え得る影響―ナミビア北部オヴァンボ人の事例. 農村生活研究, 第 59 巻

第 2 号 

国内誌 

 

３－３－３ 成果 3：【水文学領域】 湿地の水収支・水源解析により、水環境を改変しない混

作栽培可能面積が推定される。 

    

各種データを分析した結果、水環境を改変しない混作栽培可能面積は、Cuvelai 季節湿地シス

テム内の土地面積の 3～7％であろうとの推計が出た。水文学領域の各種研究活動の結果は、各

種の論文にまとめられ、国際的学術誌あるいは国内の学術誌に投稿された（4 件の論文が発表

され、さらに 5 件の論文を投稿予定）。研究成果はまた日本あるいはナミビア国で開催された

各種の学会／セミナーで発表された（16 回の発表が行われ、さらに 1 回の発表が予定されてい

る）。このような状況から、成果 3 の達成度は高いと判断する。 

 

指標 3-1：地表水貯留量変動、水収支、小湿地の水源等のデータ取得 

 

以下の種類のデータが収集された。 

① 衛星画像データ（AMRS-E/AMSR2、MODIS、ランドサット ETM＋） 

② 31 カ所の雨量計設置地点の雨量データ（4 年間分）（雨量計設置地点は、農家圃場、普

及事務所、オゴンゴ校）（収集されたデータを用いて、広域雨量分布図が作成された） 

③ UNAM オゴンゴ校内の傾斜試験圃場と隣接地の自然湿地における蒸発散量データ（4 年

間分）（地表及び異なる植生状況における時系列の蒸発散量データが収集された） 

④ 無人航空機による写真撮影手法と SfM-MVS を用いた地表貯留量の変化に関するデータ 

⑤ 9 戸の実証農家の小湿地における地表水の水位と地下水位のデータ（モニタリングが 3

年以上実施された） 

 

収集されたデータを分析した結果、プロジェクトチームは以下の点を確認した。 

① 最近 4 年間（2011／12～2015／16）の降雨量は、比較的少なかった。一方、2008／09 年

及び 2010／11 年の雨期の降雨量は比較的多かった。 

② 蒸発散量は地表状態に大きく影響を受けることがわかった。コメ栽培による水の損失は、
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自然の湿地状態における水損失よりも小さかった。（すなわち、湿地にコメを栽培して

も蒸発散による水損失は増加しない） 

③ 小湿地の浅層地下水は、小湿地の地表水からもたらされた水である可能性が高い（降雨

が主たる起源である）。 

④ 水環境を改変しない混作栽培可能面積（最大面積）は、Cuvelai 季節湿地システム内の土

地面積の 3～7％であろうと推計された。 

 

指標 3-2：水環境を改変しない混作栽培可能面積についての関連分野の学会や国際セミナーで

の発表・報告回数（10 回） 

 

2016 年 8 月までに、水文と作物栽培に関連する発表が学会やセミナーにおいて合計 16 回実施

された。もう 1 件の発表が 2016 年末までに予定されている。発表回数の合計は 17 回となる見込

みである。なお、発表についての詳細情報は、英文評価レポートの Annex 10 を参照のこと。 

 

指標 3-3：関連分野の査読付き学術誌（国内誌もしくは国際誌）への論文投稿数が 6 件以上 

 

水文学関連で査読付き学術誌への論文投稿数は 2016 年 8 月時点で 4 件であり、さらに年末

まで 5 件の論文が投稿される予定である。その場合、論文数の合計は 9 件となる。論文の詳細

情報は表３－８に示すとおりである。 

 

表３－８ 発表済み論文と投稿予定の論文 

 

発表済み/

印刷中/受

付済み 

執筆者名、論文名、出版物名、出版年など 
国際誌ある

いは国内誌 

A：ナミビア人研究者及び日本人研究者の共同執筆 

1 発表済み Suzuki, T., T. Ohta, T. Hiyama, Y. Izumi, O. Mwandemele, and M. Iijima. 

Effects of the introduction of rice on evapotranspiration in seasonal wetlands. 

Hydrological Processes, 2014, 28, 4780-4794. 

国際誌 

2 発表済み Hiyama, T., T. Suzuki, M. Hanamura, H. Mizuochi, J.R. Kambatuku, J.N. 

Niipele, Y. Fujioka, T. Ohta, and M. Iijima, Evaluation of surface water 

dynamics for water-food security in seasonal wetlands, north-central Namibia. 

IAHS Publication, 2014, 364, 380-385. 

国際誌 

3 投稿予定 （This paper will be submitted in September 2016） 

Hiyama et al., Analyzing origin of rain- and subsurface-water for water-food 

security in seasonal wetlands of north-central Namibia. 

国際誌 

4 投稿予定 （This paper will be submitted in September 2016） 

Mizuochi et al., High-resolution spatiotemporal monitoring of micro-scale 

seasonal wetlands in north-central Namibia with a new multiple data fusion of 

satellite images. 

国際誌 

5 投稿予定 （This paper will be submitted in December 2016） 

Kotani et al., Evaluation of surface conductance under water controlled crop 

experiment in north-central of Namibia. 

国際誌 

6 投稿予定 （This paper will be submitted in December 2016） 

Mizuochi et al., Estimating evapotranspiration from seasonal wetlands in 

north-central Namibia based on satellite data fusion and VI-Ts method. 

国際誌 
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7 投稿予定 （This paper will be submitted in February 2017） 

Kambatuku et al., Coupling of the Frequency and Duration of Intraseasonal Dry 

Spells at Finer Spatial Scale to Synoptic Circulation Patterns and Implications 

for Rice Cultivation in the Cuvelai. 

国際誌 

B：日本人研究者による執筆 

8 発表済み Mizuochi, H., T. Hiyama, T. Ohta, and K. Nasahara, Evaluation of the surface 

water distribution in north-central Namibia based on MODIS and AMSR series. 

Remote Sensing, 2014, 6, 7660-7682. 

国際誌 

9 発表済み 水落裕樹・檜山哲哉・金森大成・太田岳史・藤岡悠一郎・飯嶋盛雄・奈

佐原顕郎．長期衛星観測データと UAV 地形測量を組み合わせた半乾燥地

の季節湿地における貯水量モニタリング．日本リモートセンシング学会

誌，2016，36（2），81-92 

国内誌 

 

３－３－４ 成果 4：【総合領域】 フィールド・アクティビティを通じて、プロジェクトが提

案する農法がとりまとめられる。 

 

作物学領域、開発学領域、水文学領域の研究活動の成果は、ナミビア側 C/P、日本人研究者、

普及員、農家等の間で共有されてきた。2015／16 作期にイネを基幹とする混作栽培を実践した

111 戸の実践農家のうち、32 戸の農家の湿地でコメを収穫できた。トウジンビエとソルガムに

ついては、それぞれ 30 戸、27 戸の農家で収穫があった。すなわち、国家緊急事態宣言が出る

ような厳しい干ばつ年であったにもかかわらず、対象とした農家の約 4 分の 1 に何らかの収穫

があったといえる。なお、イネを基幹とする混作栽培農法についての経済的インパクトに係る

詳細分析は 2015 年に開始されたところであり、その結果取りまとめは現在対応中であり、詳

細分析結果を用いた論文が 2017 年 3 月までに学術誌に投稿される見込みである。このような

状況から、成果 4 の達成度は中程度と判断する。 

 

指標 4-1：フィールド・デーにおける農家向け、研究者向けの混作栽培モデルに関する毎年ご

との配布資料とりまとめ 

 

イネを基幹とする混作栽培方法は、フィールド・デーやデモンストレーション／ワークショ

ップを通じて普及員や農家に説明されてきた。各種のリーフレット類が普及員や農家に配布さ

れてきた。リーフレット類のリストと主な内容を表３－９に示す。 

 

表３－９ 作成されたリーフレット類と主な内容 

No. 言語の種類 作成年 主な内容 

1 英語 2013 稲作技術（種子選別から移植まで） 

2 英語 2013 イネの収穫と収穫後処理技術：イネ収穫から保管まで 

3 英語 2014 稲作、収穫、収穫後技術 

4 英語 2014 イネ苗床、移植、混植、肥料に関するスライド 

5 英語 2013 イネとトウジンビエの混作栽培：スライド 10 枚 

6 英語 2015 湿地における混作栽培 

7 英語 2016 ナミビア国の新しいポリッジ「Oluthima」 
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8 英語 2016 コメの調理方法 

9 英語 2014 湿地における圃場準備 

10 英語 2014 厳しい干ばつをどう乗り越えるか？ 

11 オシワンボ 2013 稲作技術（種子選別から移植まで） 

12 オシワンボ 2013 イネの収穫と収穫後処理技術：イネ収穫から保管まで 

13 オシワンボ 2014 稲作、収穫、収穫後技術 

14 オシワンボ 2015 湿地における混作栽培 

 

指標 4-2：ナミビア大学研究者及び研究協力者による混作農法に関するフィールド・デーの

実施 

 

2013 年 3 月から 2016 年 6 月にかけて 10 回のフィールド・デーが開催された。フィールド・

デーの内容は、イネを基幹とする混作栽培、コメ栽培スケジュール、プロジェクトの概要、ト

ラクター・ハイアリング・パイロットサービス活動、耕耘機の模擬運転などである。フィール

ド・デーには、農家の参加のほか、MAWF の副大臣、UNAM 副学長、州政府の知事、地方政

府の政治家、伝統的権威者、村のヘッドマンなども参加した。また、なかには中等学校の生徒

と先生が参加したケースもあった。フィールド・デー参加者総数は約 1,950 人にのぼる。最後

のフィールド・デー（あるいはワークショップ）の開催が、2016 年 12 月に予定されている。 

    

上述したように、総合領域に関連する論文が査読付き学術誌に投稿される予定である。論文

の詳細情報を表３－10 に示す。 

 

表３－10 投稿予定の論文 

 

発表済み/

印刷中/受

付済み 

執筆者名、論文名、出版物名、出版年など 
国際誌ある

いは国内誌 

1 投稿予定 （This paper will be submitted in March 2017） 

Masuda et al., Integrated Assessment of Mixed Cropping System in Seasonal 

Wetland in the Northern Namibia. 

国際誌 

 

３－４ プロジェクト目標の達成見込み 

プロジェクト目標：半乾燥地の水資源を持続的に保全しうる「洪水–干ばつ対応農法」が開発

される。 

    

作物学領域、開発学領域、水文学領域、統合領域で、各種の研究活動が順調に進展し、各種の

論文作成と学会発表が行われてきた。また、研究成果を用いて農家及び普及員向けの各種リーフ

レットが作成されてきた。以下に述べるように、「洪水–干ばつ対応混作農法」に関するガイドラ

イン（案）が作成され、これらガイドラインは、2016 年中に最終化される。農家に向けて普及さ

れることになるイネを基幹とする混作栽培技術については、接触混植が試験レベルにおいて収量

性において比較優位があると科学的に実証された。しかしながら、プロジェクト開始後の 4 年間

干ばつあるいは干ばつ傾向であったため、プロジェクト終了までに農家レベルでイネを基幹とす
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る混作栽培農法を実証することは困難な見込みである。 

    

以上より総合的に判断して、プロジェクト目標の達成度は、2016 年中にはおおむね高い水準に

達する見込みである。 

 

指標：洪水–干ばつ対応農法ガイドライン（指針）が作成される。 

 

ナミビア側及び日本側研究者が協力して 2 種類の洪水–干ばつ対応農法ガイドラインを作成中

である。英文版のドラフトについては、これまでの研究成果を 4 つの領域ごと（①作物学、②開

発学、③水文学、④統合領域）に説明しているものである。想定しているガイドライン利用者は、

UNAM の研究者、MAWF の職員・普及員、農家である。別の種類のガイドライン（案）は、ロ

ーカル言語（オシワンボ語）で作成されている。このオシワンボ語のガイドラインの内容は作物

学領域に絞っており、想定している利用者は農家である。これらガイドラインに関する情報は、

2016 年 8 月 29 日に開催された本プロジェクトのワークショップ（プロジェクト成果発表）と翌

日の第 9 回 JCC 会議で説明され、ガイドラインに対する意見・コメントを受けた。関係者の意見

やコメントを反映しつつ、ガイドライン（案）の最終化が図られる予定である。最終化後、2016

年 12 月には、既に作成されたリーフレットと合わせて関係者に配布される予定である。印刷部

数や配布先については、プロジェクトチームメンバー間で今後議論される予定である。参考とし

て、ガイドライン（案）の内容を下表に示す。 

 

（１）ガイドライン（案）の内容（英文版） 

 

・プロジェクトの背景と目的 

・季節湿地へのコメ導入努力 

・季節河川における洪水の変動 

・農地内の小湿地をどう利用するか 

・要約 

 

【総合領域】 

・新しい食品「オルシマ（Oluthima）」 

・実践農家の実践事例 

・実証農家の実践事例 

・実践上の課題 

・生徒のためのフィールド・デー 

・将来における近隣国との協力 

 

【作物学領域】 

・提案する栽培技術のリスト 

・提案する栽培技術 

 

【水文領域】 

・要約 

・目標 

・手法 

・降雨の年変動 

・降雨の空間的分布 

・蒸発散量の一時的傾向 

・小湿地の地表水の起源 

・地表水の衛星リモートセンシング 

・日地表水図の作成 

・小湿地の詳細地形測量 

・地表水量の空間一時的変化と降雨応答 

・コメ栽培のポテンシャルを持つ地域の分布 

 

【開発学領域】 

・要約 

・序文 
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１）水変動領域における混作栽培 

２）畝とその溝における混作 

３）接触混植 

４）降雨後の播種 

５）品種選抜 

６）土壌肥沃度維持 

・脆弱な水環境を保全するための作物学、開

発学、水文学の共同作業。 

・目標 

・調査方法 

１）ファームスケッチ 

２）携帯型 GPS 調査 

３）無人航空機による空中写真撮影 

４）アンケート調査 

５）村落モノグラフ要約 

６）景観分析 

７）ワークショップ 

 

（２）ローカル言語版のガイドライン（案）の内容 

・提案する栽培技術のリスト 

・提案する栽培技術 

１）水変動領域における混作栽培 

２）畝とその溝における混作 

３）接触混植 

４）降雨後の播種 

５）品種選抜 

６）土壌肥沃度維持 

・脆弱な水環境を保全するための作物学、開発学、水文学の共同作業。 

 

なお、下図に示すように、プロジェクト開始後の 4 年間（2012／13～2015／16 作期まで）干ば

つあるいは干ばつ傾向の年が続いた。そのため開発された混作栽培農法を洪水条件下で確認する

機会はなかったといえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 オゴンゴ校と Ondangwa 空港における年間降雨量の推移（2001／2 年から 2015／16 年まで） 
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３－５ 実施プロセス 

３－５－１ 促進要因 

（１）ナミビア側研究者及び日本側研究者の熱意 

研究活動実施におけるナミビア側研究者及び日本側研究者の熱意が、有用な研究成果を

生み出した。 

 

（２）博士課程で学びと平行しつつ研究活動を実施 

ナミビア側 C/P のなかには、日本の大学の博士課程で学びながら本プロジェクトの研究

活動を実施した。このことは本プロジェクトの活動を効果的に実施するうえでの促進要因

となった。 

 

（３）コミュニケーション改善と計画的な学術論文の作成 

中間レビュー時の提言を受けて、ナミビア側 C/P と日本人研究者間のコミュニケーショ

ンが改善し、また論文作成がより協働した形で計画的に進められた。 

 

３－５－２ 阻害要因 

厳しい干ばつが、期待するような研究成果を得るうえでの制約要因となった。 
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第４章第４章第４章第４章    評価結果評価結果評価結果評価結果 

 

４－１ 妥当性 

以下に述べる事項から判断して、本プロジェクトの妥当性は高い。 

    

（１）ナミビア国北中部の季節湿地における作物生産増加のニーズとの整合性 

ナミビア国の農業部門は、GDP の 3.2％（Annual National Accounts 2015）を占め、北部に

おける自給的農業生産と中南部における商業的牧場経営に大きく分けられる。ナミビア国は、

穀物の 50％以上を輸入に依存し、また約 48％の農村部世帯は自給的農業に依存している。

MAWF の 2008 年穀物生産・食糧状況レポートによると、穀物生産（トウジンビエ、ソルガ

ム、メイズ）は、オムサティ州・オハングェナ州・オシャナ州・オシコト州の北中部 4 州で

国内生産全体の 54％が生産されている。季節湿地が形成されるナミビア国北部の半乾燥地で

は、近年降水量の変動が大きく、河川氾濫による洪水が散発的に起こる一方で、干ばつも生

じる地域である。そのため、この地域の伝統的作物であるトウジンビエの年間生産量は不安

定で大きな増減がある。この地域の農家は、不安定な気候（洪水–干ばつ状況）に対応する

作物栽培を実践したいとの意向をもっている。 

    

本プロジェクトは、洪水年でも干ばつ年であっても一定以上の穀物生産が維持されるよう

な水資源保全型の新しい農法を開発することを目的にしている。したがって、本プロジェク

トはナミビア国北中部地域の農家のニーズにそったものである。 

 

（２）ナミビア国の国家政策との整合性 

ナミビア国政府の政策の 1 つである「Vision 2030」では、長期展望の 1 つとして「世帯レ

ベル・国家レベルでの食糧確保と収入増加に貢献すると同時に、土地生産力の維持・向上も

図っていくこと」が示されている。また、戦略の 1 つとして「より適応性があり、答えがあ

る農法を適用すること、例えば、作物の単一栽培から混作、作物ローテーション、アグロフ

ォレストリーなどによる換金作物生産への転換」が掲げられている。ナミビア政府の「2012

／13～2016／17 年国家開発 4 カ年計画」における経済分野の優先事項の 1 つが農業であり、

計画期間内の農業分野の年成長率目標を 4％に設定している。2015 年ナミビア農業政策の目

的には、次の 3 点が示されている。①農業生産の開発・多様化、②農業研究振興と適正技術

の適用、③災害への準備に貢献・支援する農業生産のための資源の持続的利用促進。ナミビ

ア政府は、Kalimbeza 国家コメプロジェクト（ナミビア国の北東部に位置する）を通じてコ

メ生産振興を強力に図っている。したがって、本プロジェクトの目的とナミビア政府のこれ

ら政策の重点事項との整合性は高い。 

 

（３）我が国の対ナミビア国援助方針との整合性 

我が国の対ナミビア国援助方針の一つは、「地方農村部における貧困削減・生活水準改善

への貢献」である。北部地方の貧困層が抱える貧困・低所得を改善するためにナミビア政府

が取り組んでいる「農業振興」の効果・効率的な実施に向けて、関連する人材の育成を支援

する方針がある。本プロジェクトは、気候変動に対応する栽培方法を開発することを目的と
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しており、そのような農法は、農村住民の食糧安全保障や生計向上に貢献するものである。

したがって、本プロジェクトは、我が国の援助方針と整合性があるといえる。 

 

（４）プロジェクトアプローチの適切さ 

本プロジェクトでは、作物学領域、開発学領域、水文学領域の研究成果を総合して、半乾

燥地の水資源を持続的に保全しうる「洪水–干ばつ対応農法」の開発を目指している。具体

的に期待される成果は、次の点である。 

１）洪水–干ばつに対応し、かつ節水型であるイネを基幹とする混作栽培農法の提案。 

２）イネを基幹とする混作農法導入における農民の認識変化と社会経済的インパクトを理解

する方法の確立。 

３）水収支・水源解析に基づく混作栽培可能面積の推定。 

    

このプロジェクトアプローチは、対象地域の自然環境、利用可能な水資源、農家のニーズ、

農業生産の現状を踏まえたものであり、適切なアプローチであったと考える。 

 

（５）我が国がもつ技術的優位性 

我が国には、稲作の長い歴史・経験をもち、日本国内だけでなく、アジア諸国やアフリカ

諸国でも稲作研究の蓄積がある。また、節水型栽培技術、社会経済分析、水文解析等の技術

開発において長い歴史を有する。さらに、名古屋大学や近畿大学は、2000 年代初めからナミ

ビア国半乾燥地への稲作導入に関する活動実績

5
 があり、また、ナミビア国からの研修生受

入れやナミビア国への専門家派遣の実績もある。このように、日本国は、稲作導入等の分野

において技術的優位性がある。さらに、日本側研究者と UNAM との間には非常に良い関係

が築かれている。したがって、ナミビア側研究者への技術移転を含む共同研究活動を実施す

ることで、意義ある良い成果を発現させることが可能であると思われる。 

 

４－２ 有効性 

３－４節のプロジェクト目標の達成見込みで述べたように、作物学、開発学、水文学、総合の各

領域で各種研究活動が良好に進展している。また、研究結果を用いて各種の論文が作成され、学会

／セミナーでの発表も行われている。また、普及員・農家向けのリーフレット類も作成された。 

    

半乾燥地の水資源を持続的に保全しうる「洪水–干ばつ対応農法」の開発に関しては、試験的

には確立された。一方、厳しい干ばつが生じたためプロジェクトチームは十分なデータを得るこ

とができず、イネを基幹とする混作栽培農法の農家圃場での実証には至らなかった。ただし、経

済調査結果によると、厳しい干ばつ条件下でも 32 戸の農家がコメを収穫することができており、

そのことは提案している混作栽培農法の有効性を部分的に示すものである。なお、各アウトプッ

ト（作物学領域、開発学領域、水文学領域及び左記を統合した総合領域の各領域）に基づき、プ

                                                        
5
 ナミビア国における稲作導入に関して、名古屋大学の研究者が中心となって、技術協力プロジェクト「ナミビア大学農学部

強化支援計画」（2001-2003）、技術協力個別案件（研修）及びフォローアップ事業「稲作導入理論」（2004-2010）、科学技術

研究費補助金による「ナミビア国半乾燥地域におけるトウジンビエ栽培体系下での氾濫水利用型粗放稲作の導入」

（2004-2007）および「季節湿地の水環境と人間活動に調和した粗放稲作の導入」（2008-2012）が実施されている。 
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ロジェクト目標である「洪水–干ばつ対応農法」が開発されるというロジックの流れは適切であ

った。以上より、本プロジェクトの有効性は、おおむね高いと判断する。 

 

４－３ 効率性 

以下に述べる点から判断して、本プロジェクトの効率性は、中程度と判断する。 

 

４－３－１ 日本側の投入の適切さについて 

いろいろな大学及び研究機関の日本人研究者がナミビア国を定期的に訪問（多くの場合、10

～20 日間）する一方、1 名の業務調整専門家が長期に滞在した。日本人研究者の派遣について

は、その人数、専門性、研究能力等においておおむね適切であった。 

    

研究活動のため、各種の車両、農業機械、測定機器、ラボ機器、資材（消耗品やスペアパー

ツを含む）が供与された。供与機材の大半は良好に活用された。しかしながら、乾燥機とイン

キュベータについては機材到着が遅れたためまだ利用されていない。また、籾摺り精米機が 2

台あるが、干ばつの影響で予想された量のコメの収穫がなかったためフルには活用されていな

い（1 台は、片方が故障した際の補完機能も想定されている）。2 台の無人航空機（通称ドロー

ン）がフルに活用されているが、操作しているのは主として日本人研究者であり、今後ナミビ

ア側で利用するためには、ナミビア側 C/P が操作方法を学ぶ必要がある。 

    

本邦研修については、多くの場合、UNAM のナミビア側 C/P の研究能力とファシリテーショ

ン技能の強化に有効であった。なお、普及員が稲作技術に自信をもつためには、本邦研修がよ

り実践指向でより長期の研修であったほうがよかったとの意見があった。ナミビア側 C/P 3 名

が長期研修（博士課程と修士課程）に参加し、2 名については博士資格、もう 1 名については

修士資格を得ることが期待されている。 

 

４－３－２ ナミビア側投入の適切さについて 

「３－１－２」で述べたように、終了時評価時点で 12 名の UNAM の C/P がプロジェクト活

動に参加している（プロジェクト・ダイレクター、プロジェクト・マネージャー、アシスタン

ト・プロジェクト・マネージャーを含む）。作物学チームについては延べ 11 人の C/P が参加し、

現在 9 名が残っている。開発学チームについては延べ 8 名の C/P が参加し、現在 2 名が残って

いる。水文学チームについては延べ 2 名の C/P が参加し、現在 1 名が残っている。C/P の交替

の主な理由は海外留学である。 

    

UNAM はプロジェクト活動のために各種の施設の提供を行った。具体的には、日本人研究者

／業務調整専門家用の執務室、ラボ、温室、作物試験圃場、種子室、コメ袋詰め室、保管庫で

ある。これら施設はプロジェクト活動のために有効に利用されている。 

    

UNAM のプロジェクトに対する資金面の貢献として、プロジェクト活動に必要な経費の支出

に努力している。プロジェクト活動向けに計上された経費は、既に表３－１と表３－２に示し

たとおりである〔「３－１－２」の（２）〕。  
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４－３－３ プロジェクトマネジメント 

既に述べたように、プロジェクトに係る会議が 2 種類ある。1 つは JCC 会議で、もう 1 つは

マネジメント会議である。これまでに JCC 会議は 8 回開催され（年 2 回の頻度で、UNAM 本

校あるいは Ongwediva 校で実施）、マネジメント会議は 16 回開催された（オゴンゴ校で 4 半期

ごと）。ナミビア側 C/P によると、これら会議はよく組織され、プロジェクト活動の進捗状況

のレビュー、次期の活動計画の承認、プロジェクト実施に伴う主要な問題点の議論において建

設的であったと評価している。 

 

４－４ インパクト 

上位目標の一部、具体的には農家の食糧安全保障の貢献については一定程度達成できる見込み

がある。また、複数の正のインパクトが観察され、負のインパクトは確認されなかった。本プロ

ジェクトのインパクトの達成見込みは、おおむね高いと判断する。 

 

４－４－１ 上位目標の達成見込み（将来） 

１．「洪水–干ばつ対応農法」がナミビア国北中部において普及し、現地農家の食糧確保と現

金収入の獲得に寄与する。 

２．「洪水–干ばつ対応農法」が、ナミビア国北東部の多雨地帯や近隣諸国でも検討される。 

    

UNAM と MAWF は、ナミビア国北中部及び Kavango 地域（ナミビア国北東部）に「洪水–

干ばつ対応農法」を普及するため、また「洪水–干ばつ対応農法」の研究活動を継続するため、

次期予算年度（2017 年 4 月～2018 年 3 月）の予算獲得に向けた努力を行った。UNAM 作成の

予算提案によると、農家向けワークショップが 5 州で 12 回実施し、フィールド・デーを 5 回

実施する計画である。したがって、イネを基幹とする混作栽培農法に関するフィールド・デー

やワークショップがプロジェクト終了後もナミビア国の北中部と北東部で定期的に実施され

る見込みである。より多くの農家が混作栽培技術を導入・適用するようになれば、農家の食糧

安全保障に貢献することが期待される。 

    

「洪水–干ばつ対応農法」について、近隣国と一緒に地域研究会合を実施することについて

は、2014 年 9 月に「南部アフリカ諸国における季節湿地の農業利用」と題する国際シンポジウ

ム（本プロジェクトが主催したシンポジウム）が開催され、ザンビアとボツワナから計 2 名の

参加があった。他方、終了時評価チームとしては、プロジェクト終了後の数年以内に同様のシ

ンポジウムが実施されるかどうか判断することが困難である。また、終了時評価チームにとっ

て、イネを基幹とする混作栽培農法が短期間に隣国に導入されるかどうか判断することも難し

い。 

 

４－４－２ その他のインパクト 

（１）稲作及びイネを基幹とする混作栽培に対する農家の強い関心 

実証農家や実践農家からの聞き取り結果によると、近年の継続する小雨のためコメやそ

の他の作物の収穫がよくなかったにもかかわらず、農家は小湿地を利用したイネを基幹と

する混作栽培を継続する強い意欲を示している。このことは、2015 年 6 月に開催されたコ
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メの収穫祭に 200 名もの人（農家だけでなく、政府職員や生徒が含まれるが）が参加して

いることからもうかがえる。農家の高い関心が継続し、イネを基幹とする混作栽培農法が

農家レベルで広がっていくことが期待される。 

 

（２）コミュニティ所有の季節湿地の共同利用 

2 カ村において、コミュニティ所有湿地が農家によって共同利用されたとの報告がある。

このような共同利用は、自分の所有地内に利用可能な小湿地をもたない農家にとって、イ

ネを基幹とする混作栽培を実践可能となる良い方法である。 

 

（３）新しいコメ製品の研究に係る提案 

本プロジェクトにおいて、砕米を利用してコメの粉にし、トウジンビエの粉と混合され

た（米粉が 50％で、トウジンビエの粉が 50％）新しい製品が作られた。本プロジェクト

の副産物である。この混合粉を利用してポリッジを作ることができる。混合ポリッジの味

はトウジンビエ 100％のポリッジより良いといわれている。UNAM は、コメを用いた新し

い製品を作る研究のための提案書を準備している。 

 

（４）UNAM オゴンゴ校の教員の研究活動実施に向けたモチベーション向上 

ナミビア側 C/P によると、教員が教育のみに従事するだけでなく、これまでよりも研究

プロジェクトに参画しようとする意欲が高まっているとのこと。 

 

４－５ 持続性 

本プロジェクトの持続性については、以下に述べる点に基づき、おおむね高くなると見込まれ

る。 

    

（１）政策面 

４－１ 「妥当性」で述べたように、ナミビア政府の政策や戦略では農業生産の持続的増

加、食糧安全保障、収入増加が重視されている。UNAM、MAWF、州政府、農家では、稲作

導入やイネを基幹とする混作栽培農法に対する関心が高まっている。したがって、本プロジ

ェクトの成果が UNAM、MAWF、州政府の支援によってより広い地域に普及されていること

が期待される。このように本プロジェクトの政策面での持続性は確保される見通しである。 

 

（２）制度・財務面 

プロジェクト終了後、イネを基幹とする混作栽培農法を普及し、また、プロジェクトで実

施してきた研究活動の一部を継続するため、UNAM と MAWF が協働して 2017 年 4 月から

2018 年 3 月までの予算提案書を作成し、UNAM オゴンゴ校は 500,000NAD を UNAM 財務部

に、また MAWF は 281,000NAD を財務省に提出した。予算提案書で計画されている普及対象

地域は、ナミビア国の北中部地域（本プロジェクトの対象地域）と Kavango 州（ナミビア国

北東部）である。提案書に記載されている活動内容には、UNAM 予算と MAWF 予算でカバ

ーされるものがあり、具体的には以下のとおりである。 
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【A：UNAM オゴンゴ校における基礎研究のための予算でカバーされる項目、申請金額は

500,000NAD】 

① 臨時労働者雇用経費（圃場準備、灌漑、収穫、脱穀など） 

② 消耗品費（ディーゼル燃料、肥料、収穫及び袋詰め材料） 

③ コメ関連イベント開催経費（収穫祭、大会、会議） 

④ 出版経費（ポスター印刷、冊子、ドキュメンタリー・フィルム） 

⑤ その他経費（農村までの交通費、機械の維持管理費） 

 

【B：MAWF がコミュニティサービスとしてカバーする項目、申請金額は 281,000NAD】 

① コメ農家向けの研修ワークショップ開催経費（北中部地域と Kavango 州が対象） 

② 種子・苗の供給経費（北中部地域が対象） 

③ コメ農家フィールド・デー開催経費（北中部地域と Kavango 州が対象） 

④ 農家圃場に設置した気象観測機器の維持費とデータ収集経費（北中部地域が対象） 

⑤ ドキュメンタリー・フィルムに関連する経費（北中部地域と Kavango 州が対象） 

    

作物栽培に関する情報や技術を提供することにおいて、UNAM と MAWF の間には強固な協働

関係が築かれており、上記の予算面でのアレンジはイネを基幹とする混作栽培農法の普及と農法

の更なる改良を促進するものである。ただし、提案している予算額が十分であるかどうか、確認

することが望ましい。 

    

予算計上に係る状況の進展具合から判断すると、本プロジェクトの財務面及び制度面の持続性

（プロジェクトの成果を有効に活用し、普及すること）は、比較的高いと判断することが可能で

ある。なお、上記予算には、JICA が供与した機材の維持管理費が含まれていないので、このため

の経費も確保する必要がある。 

 

（３）技術面 

ナミビア側 C/P は、主に FANR オゴンゴ校の教師や技術者である。さらに、MAWF の普及

員や幹部職員がプロジェクト活動に協力した。日本人研究者との共同研究実施、短期あるい

は長期の本邦研修、学術誌へ投稿するための論文作成、学会／セミナーのための発表原稿作

成を通じて、ナミビア側 C/P の研究能力が強化された。一般的に、UNAM の教師や技術者は

継続的に大学に勤務し、本プロジェクトにおいて強化された C/P の知識や技能は、UNAM に

おける学術活動に活用される見通しである。したがって、技術面の持続性は確保されるもの

と期待される。 

    

供与した機材類の有効利用や維持管理については、大半の機械類がまだ新しく、深刻な故

障は発生していない。UNAM の 2 名の職員が本邦において農業機械の維持管理に係る研修を

受講したものの、より多くの UNAM 職員がトラクター、耕耘機、籾摺り精米機、無人航空

機などの維持管理に係る知識・技能を身に付けるため研修を受けることが望ましい。 
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４－６ 結 論 

4 年継続した小雨傾向が、農家圃場レベルにおける「イネを基幹とする混作栽培農法」の確立

に負の影響を与えたものの、終了時評価チームは本プロジェクトにおいて良好な研究成果が生み

出されていることを確認した。具体的には、「洪水–干ばつ対応農法」ガイドライン（現在、作成

中）、学術雑誌向けの論文、学会／セミナーでの発表などである。作物学チームは、「洪水–干ば

つ対応農法」の一部を構成する 6 種類の栽培技術を提案している。開発学チームは、農家の姿勢・

認識の変化及び農家に対する社会経済インパクトを理解するために用いる 7 種類の手法を確立し

た。水文学チームは、季節湿地の水環境を変えることなく、イネを基幹とする混作栽培農法の導

入可能な面積（最大面積）を推計した。 

    

イネを基幹とする混作栽培あるいはコメ栽培を経験した大半の農家は、季節湿地で作物栽培す

ることに高い関心をもち、また栽培を継続する意欲も高い。 

 

評価 5 項目に基づく評価結果の要約を下表に示す。 

 

項目 評価 

妥当性 高い。 

有効性 おおむね高い。 

効率性 中程度。 

インパクト おおむね高くなる見込み。 

持続性 おおむね高くなる見込み。 

 

以上の評価結果に基づき、本プロジェクトは予定通り 2017 年 2 月に完了することが妥当であ

る。 
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第５章第５章第５章第５章    提言及び教訓提言及び教訓提言及び教訓提言及び教訓 

 

５－１ 提 言 

５－１－１ プロジェクトチーム（ナミビア側 C/P と日本人研究者）がプロジェクトの残り期

間（2017 年 2 月まで）に行うべき事項に係る提言 

    

（１）「洪水–干ばつ対応農法」ガイドライン（案）のレビューと改定 

2 種類の「洪水–干ばつ対応農法」ガイドライン（案）が提案され、2016 年 12 月に配布

する予定になっている。最終化のプロセスにおいて、それぞれのガイドラインの利用者の

意見を反映しつつ、利用者にとってわかりやすい内容に仕上げることが望まれる。 

 

（２）プロジェクト終了後に継続する活動の検討 

本プロジェクト終了後に UNAM 側が継続的に実施していく研究・普及活動の内容・範

囲について、UNAM 側の研究面の優先事項や人員体制を考慮したうえで十分検討すること

が求められる。検討した活動内容を基に、必要な予算と実施体制を用意する必要がある。 

 

（３）JICA 供与機材の適切な管理 

JICA 供与機材の物品管理台帳の見直しと改定を行ったうえで、UNAM 側に供与機材が

適切に引き渡しされる必要がある。また、UNAM が必要な予算を確保するための基礎デー

タとなるよう、本プロジェクトにおける機材類の維持管理費支出実績に基づき、供与機材

の今後の維持管理経費（燃料・スペアパーツ代等を含む）を試算する必要がある。 

 

（４）PDM の改定 

終了時評価調査団は、上位目標の指標 2 及びその入手手段を改定することを提案する。

その理由としては、プロジェクト終了後に、UNAM の自助努力により現実的に対応可能な

活動内容に変更することが適切であると考えるためである（上位目標に関する「４－４－

１」項参照のこと）。改定点（案）を表４－１に示した。また、英文の PDM 改定（案）

（Version 4）は、英文評価レポートの Annex 11 参照のこと。PDM Version 4 案（仮和文）

は、付属資料 4 を参照のこと。 

 

表４－１ PDM ver.3 から PDM ver.4（案）への改訂点 

項目 PDM ver.3 PDM ver.4（案） 

上位目標の指標 2-1） 2-1）「洪水–干ばつ対応農法」に関す

る国際研究会合の近隣諸国との間

での定期的な開催の合意と実施 

2-1）「洪水–干ばつ対応農法」の研究

成果に係る情報の共有が近隣諸国

と定期的に行われる。 

上位目標の指標入手手段 国際研究会合での記述 共有情報や同等物（通信情報等） 

 

５－１－２ ナミビア側関係機関に対する提言 

（１）プロジェクト終了後の UNAM の研究及び普及活動に係る詳細計画の作成 

提言「５－１－１」の（２）の検討結果を踏まえ、UNAM 側がプロジェクト終了後にお

ける研究活動及び普及活動に係る詳細計画を作成することが望まれる。  
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（２）UNAM と MAWF／地方政府との連携強化 

本プロジェクトでは、イネを基幹とする混作栽培の農家への普及を試験的に行った。今

後、さらにこの栽培方法を普及するには、UNAM と MAWF・州政府との更なる連携強化

及び各機関が担う役割の明確化が必要不可欠である。既に本プロジェクトを通して UNAM

と MAWF との間には強固な関係の構築ができているが、今後さらにイネを基幹とする混

作栽培を奨励するためには、その関係の維持・強化が望まれる。 

 

（３）供与機材の継続的な維持管理 

UNAM は、本プロジェクトの供与機材の運用計画を作成する必要がある。また、UNAM

は技術者向け研修を含め、供与機材の維持管理に必要な予算を確保する必要がある。 

 

５－２ 教 訓 

（１）プロジェクト期間中、小雨の年がつづき、小湿地における作物栽培に大きなダメージを与

えたものの、本プロジェクトでは 5 年間のプロジェクト期間において目指す成果のレベルに

ついて関係者間での摺り合わせが十分ではなかったと思われる。将来、類似のプロジェクト

を実施する際には、このような外的要因を考慮しつつ、JICA と JST がより密接で素早い判

断のもと、対応策を探すことが望まれる。 

 

（２）日本側・ナミビア側がリーダーを中心に緊密に連絡を取りつつ、定期会合を日本・ナミビ

ア国双方で開催し、各領域の活動に係る年間計画と研究成果を関係者全員に共有するなど、

複数の研究機関との国際的協働プロジェクトをマネジメントする有効な方法を、ナミビア側

C/P が身に付けた。その得られたノウハウが将来の各種研究プロジェクト実施において活用

されることが期待される。 



付付付付    属属属属    資資資資    料料料料    

 

１．ミニッツ及び合同終了時評価報告書（英文） 

 

２．調査日程  

 

３．PDM Version 3（仮和文）  

 

４．PDM改定案 Version 4（仮和文）  
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